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ま え が き
 

いよいよ本格的な人口減少社会を迎える中、2014年 12月に策定された「まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」において、「日本版 DMO」の必要性が明記されるなど、観光を切り口

とした地域づくりや、近年急速に増加している訪日外国人客の活力を大都市部だけでなく、

地方にも取り入れる方向性が打ち出されています。観光地域づくりのこうした様々な制度

が整備されるとともに、地域の自治体や企業、市民などが連携し、自律的で持続的な地域

経営の確立が求められています。 

当センターでは、2014 年度調査においてはものづくりを中心に、様々なブランド認証制

度など大阪のブランド力を高める戦略の方向性について検討しました。2015 年度は、観光

やまちづくりに対象を拡大して、府内や関西などにおける事例を収集し、持続・発展可能

な地域ブランド戦略のあり方について考えました。2017 年度は、さらにそれらの知見をベ

ースにして、「地域で稼ぐ」をキーワードに、DMO や古民家の再生、コンテンツツーリズ

ムなど、地域の内発的発展をもたらすような仕組みの実態について、事例分析を中心にと

りまとめました。 

本報告書が、地域の活性化のために努力を重ねられている事業者、各種団体、行政担当

者の皆様の一助となれば幸いです。 

調査研究の実施に当たり、ヒアリング等でご協力いただきました皆様に、厚く御礼申し

上げます。 

なお、報告書本文の執筆は、当センター主任研究員 山本 敏也が担当しました。 

 

平成 30年 3月 

大阪産業経済リサーチセンター 

センター長 小林 伸生 
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要 約

第１章 人口減少社会と地域（✱は本調査が対象とする領域）

 

第２章 人口減少社会における地域の持続的・内発的発展
【地域で稼ぐ仕組みの芽生え】 

新たなビジネスの芽を構成する要素として、①地域資源、②観光、③ 、④地域産業が

挙げられる（ただし、①は他の３要素と関連が深いため、全体を包括する要素とする）。

医療・福祉問題
・大都市部の医師の偏在
・大阪府の要介護（支援）率、介護費の高さ
・後期高齢者の逆転現象（ 年）

✱社会問題
・地域コミュニティの衰退
➡各種産業の衰退、独居老人の増加による
孤独死、治安の悪化、失業率の上昇等

教育問題
・貧困の拡大、社会格差の拡大
➡子どもたちの社会性の弱体化
・虐待・ネグレクト、青少年の凶悪犯罪等

✱経済問題
・既存産業衰退（地場産業、商店街、観光）
➡移輸入超過、買い物利便性低下、行事の
担い手不足等

✱人口問題
・様々な領域に課題を発生、地域間格差の
拡大を招く諸問題の元凶

・東京一極集中の加速

地 域

生活関連

サービスの縮小

税収減少による行政

サービスの低下

公共交通の

撤退・縮小

空き家、空き

店舗等の増加

地域コミュニティ

の機能低下

ロ
ー
カ
ル
・
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス

・合計特殊出生率の不自然さ
・地域独自の知恵や創意工夫の不足
・行政区域単位の交流・定住人口の増加

【本調査の視座】

①量から質への転換

②科学的な知識に基づく地域経営

③経済的価値と社会的価値の両立

− 1 −



-2- 
 

第３章 地域活性化と ビジネス
事業者・活動者は、自らが ビジネスを行っているという意識はないが、経済性と社

会性を両立するビジネスを地域で醸成するためには、以下のようなポイントが重要となる。

行政の役割として、以下のような取り組みが考えられる。

観 光
による地域文化の
発信と集客
南天苑 等

エリアの魅力向上による
地域経済の活性化
（ 饗茶庵 等）

コンテンツツーリズムによる内発的発展
（聖地巡礼 らき☆すた 、フィルムツーリズム 等）

地域文化の発信と体験観光
日本まちやど協会、ゲスト
ハウス 等地域産業の６次産業化

（食一 等）

地域商社による地域
資源のブランド化

雪国観光圏 等

地域産業
伝統産業、広義の地場産業

地域資源《文化・歴史・自然・景観・芸術等》

地域産業
伝統産業、広義の地場産業

ＩＣＴ
等

ふるさと納税による
観光客・定住人口の増加
（北海道上士幌町 等）

地域資源の発信に
よる集客・企業の誘致
（尾道空き家再生 等）

ＩＣＴ
観光客・定住人口の増加 耕作放棄地を活用した

体験型の「コト消費」
（葡萄のカネオク 等）

による地域文化の

よる集客・企業の誘致
）

【 ビジネス成功のポイント】

①身の丈に合ったスケールで起業する

②地域に埋もれたソーシャルイノベーターを発掘・育成する

③稼ぐ仕組みは「さりげなく」仕掛ける

④常識を疑い、逆転の発想で新たなビジネスチャンスを掴む

⑤稼ぐ目的を明確にし、共感を得る

【行政の役割】

①企業や市民などを巻き込み、緩やかなネットワークを構築する

②「人」「場所」「時間」の３つの価値軸で地域の物語をつむぐ

③「わが事」として地域によりコミットする

④市民に当事者意識を持たせる

⑤従来の枠組みにとらわれない

− 2 −
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第１章 人口減少社会と地域

１．地域が抱える課題

戦後のわが国が、天然資源の乏しさにもかかわらず、長きに渡って先進国としての地位

を確立できたのは、勤勉な国民性に加えて高い教育に基づく科学技術の進歩が驚異的な経

済成長を生み出したからといっても過言ではない。しかし、成熟先進国となった現在のわ

が国においては、少子高齢化はもとより、社会保障負担の増加、低い食糧自給率、環境・

エネルギー問題、インフラの耐用期限問題など、一朝一夕に解決することが難しい多くの

問題を抱えている。 
例えば、社会保障負担の増加については現在の少子化に加えて、1947～49 年のベビーブ

ームに生まれた団塊世代が 2025年に 75歳以上の後期高齢者となる、いわゆる「2025年問

題」との関連も指摘されている。医療・介護・福祉サービスへの需要が高まり、社会保障

費の財源確保や医療・介護従事者の人手不足が懸念されることから、医療・年金・介護制

度の見直しが急務である。環境・エネルギー分野においては、一次エネルギー1自給率が低

いために、化石燃料の確保や再生可能エネルギーの普及が必要であるし、都市の廃棄物の

大量発生や処分への対策、地球温暖化の進行抑制なども喫緊の課題である。 
このように、わが国は世界に先駆けた「課題先進国」と呼ばれるほどの困難な問題を、

目の前に突きつけられている。バブル経済が崩壊し、失われた 20年を経て、日本経済は今

高度経済成長期のいざなぎ景気2を超える戦後 2 番目に長い景気回復局面にある。とはいう

ものの、一般市民にとってはさほど実感の伴わない好景気であることも確かで、大都市部

を除く地域経済の実態に目を向けると、製造業をはじめ、商業・サービス業などあらゆる

分野に暗い影を落としている。 
では、疲弊した地域が抱える深刻な課題とは何か。大正大学 地域構想研究所は、地域の

課題として①福祉、②教育、③社会、④経済、⑤人口の 5 つを挙げている3。指摘されたこ

れらの分野を念頭に置きつつ、以下では地域で顕在化している、あるいは近い将来起こり

うる課題について簡単な整理を行う。 
 
（１）医療・福祉問題 
医療と福祉の関係は不可分であると考えられる。まず医療については、小児科医・産科

医・麻酔科医の不足という診療科の偏りもさることながら、東京など大都市部に人材が集

                                                   
1 エネルギーのうち、石炭、原油、天然ガス、太陽光・地熱などの再生可能エネルギー、水力といった、 
加工する前の自然界に存在するもの。なお、国際エネルギー機関（IEA）では原子力を一次エネルギー
に含めている。 

2 1965年 11月から 70年 7月までの 57か月間続いた景気回復局面。なお、仮に今回の景気回復が 2019年 
の 1月まで続けば、戦後最長の景気回復期である「いざなみ景気」（2002年 1月～2008年 2月の 73か月 
間）を抜くことになる。 

3 地域構想研究所［2017］『地域人別冊「観光地域づくり」の教科書』、pp.116-117。 
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中し、地域医療が滞るという「偏在問題」がある。これまで、医学部を卒業した研修医4の

多くは、出身大学の付属病院で臨床研修を受けていた。大学の付属病院には、「医局」と呼

ばれる教授を頂点とする診療科ごとの人事組織があり、関係の深い病院へ医局に所属する

研修医（医局員）を派遣することで医師の地域偏在を是正してきた。だが一方で、医局が

研修医を関連病院に派遣する行為が職業安定法に抵触するおそれ（関連病院の紹介が医局

長等からの指示・命令による場合）があること5、学閥を中心とする帰属意識が働きやすい

ことから、2004 年に新しく医師臨床研修制度が導入され、2 年以上の臨床研修が必修とさ

れた。 

同制度により、研修医が自由に研修先を選べるようになった反面、症例数が多く、研修

内容や設備が充実している東京などの大都市部の病院に研修希望者が集中する結果を招い

た。さらに、指導医を確保するために大学の付属病院が地域の病院に派遣していた指導医

層を引き戻したこともあいまって、同制度の導入は地域の医師不足やそれに伴う過重労働

を招いたと指摘されている。こうした実情を考慮し、厚生労働省では 2008年以降、募集定

員の上限の設定などを通じて、研修医の集中が著しい 6 都府県（東京都、神奈川県、大阪

府、愛知県、兵庫県、京都府）からその他の道県への分散を図っている。 

次に、福祉分野の課題として、地域の介護サービスが挙げられる。先述の 2025年問題で

指摘した通り、今後は介護需要が急増すると見込まれている。全国および大阪府の高齢化

率（総人口に占める 65 歳以上人口の割合）を、図表１－１－１のように前期高齢化率と 

 

図表１－１－１ 高齢化率の推移

 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）」「日本の地域別将来推計 
人口（平成 25年 3月推計）」より作成。 

                                                   
4 医学部卒業後、国家試験に合格して医師免許を取得し、一定の病院で実地の臨床研修を受けている医師。 
5 水島郁子［2010］「勤務医に関する労働法上の諸問題」『日本労働研究雑誌』No.594、p.44。 
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後期高齢化率6に分解すると、2015年時点では全国・大阪府ともに前期高齢化率が後期高齢

化率を上回っているが、2020年には後期高齢化率が前期高齢化率を上回る「逆転現象」が

起こり、2025年に両者の差がさらに拡大している。 

介護保険制度が導入された 2000年以降、年々増加している要介護（支援）認定者数を、

上述した地域の人口動態の変化という文脈で捉えると、介護サービスにおける問題の深刻

さが浮き彫りとなる。厚生労働省の調査によれば、要介護（支援）認定率の地域差が拡大

しており、全国で最も高い大阪府（22.4％）と最も低い山梨県（14.2％）との開きは 1.58倍

に及んでいる（図表１－１－２）。一般に、要介護（支援）認定率は年齢とともに上昇する

が、大阪府はすべての年齢階級（65～69歳、70～74歳、75～79歳、80～84歳、85歳以上）

の認定率が全国平均を上回り、年齢が高まるにつれて全国平均との差が大きくなる傾向を 

 
図表１－１－２ 要介護（支援）認定率の都道府県比較

 
出所：厚生労働省老健局「介護費の地域差分析について」（2016年 3月）。 

                                                   
6 前期高齢化率は総人口に占める 65～74 歳人口の割合を、後期高齢化率は総人口に占める 75 歳以上人口
の割合を表す。 
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示している。さらに、65歳以上の高齢者 1人あたりの介護費についても、大阪府は 31.9万

円と最も高く、最も低い栃木県（24.5 万円）との格差は 1.30 倍となっている（全国平均は

27.4万円）7。 

大阪府の要介護（支援）認定率や介護費の高さに象徴される介護サービスの地域間格差

は、将来後期高齢者の増大が確実視される中で、地方自治体の財政負担を膨張させるだけ

でなく、少子化に伴う 1 人の高齢者を支える生産年齢人口（15～64 歳）の減少、つまり支

え手の負担増加の要因にもなりかねない8。 

 

（２）社会問題 
地域における深刻な社会問題として、地域コミュニティの衰退を挙げることができよう。

人口減少のほか、少子高齢化、人口流動、職住分離などの社会変化が引き金となり、地縁

的なつながりが希薄化することで、地域コミュニティが衰退するとみられている（図表１

－１－３）。中心市街地の地価が高騰したことなどをきっかけに人口流出が加速し、郊外化

が進行することによって居住地域と職場・学校などが分離され、昼間における地域との関 
 

図表１－１－３ 地域コミュニティ衰退のメカニズムの例 

 

資料：平成 17年版「国土交通白書」、総務省「第１回コミュニティ研究会資料」（平成 19年 2月）など 

から作成。 

                                                   
7 大阪府福祉部高齢介護室「大阪府の要介護認定率、介護費の現状等について」2016年 7月、pp.23-24。 
8 上掲資料によると、大阪府において 2015年には高齢者 1人を 2.1人の若者（20～64歳）で支える「騎馬 
戦型」であったのが、2040年には 1.4人で支える「肩車型」になると予測している。 
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わりが少なくなるというメカニズムである。地域活動への参加意識や共通の価値観が希薄

になるだけにとどまらず、地域への愛着や帰属意識の低下を招き、地域コミュニティのさ

らなる衰退という「負のスパイラル」をもたらす。 
コミュニティの衰退によって、①各種産業・商業集積（地場産業、商店街など）の衰退、

②独居老人の増加による孤独死、③治安の悪化（殺人、自殺、不法投棄など）、④児童虐待、

⑤失業率の上昇・若年無業者の増加といった、先に示した地域課題の分野（3ページ）を中

心とする多様化・複雑化した問題が散見されるようになり、地域の安心・安全を確保する

ことが難しくなっている。 
ところが、これまで行政が提供してきた「画一的な」公共サービスでは、こうした個別

的で複雑な地域課題を解決できないということが分かってきた。そこで、地域住民が主体

となって地域の資源（労働力、お金、知恵など）を活用しながら、ビジネスの手法を用い

て地域課題を解決するコミュニティ・ビジネス（Community Business: CB）や社会的企業

（Social Enterprise: SE）といった仕組みが広がっている9。ビジネスとしての継続性と社会性

を兼ね備えた、CBや SEのような新しいビジネスの起源は、1980年代に英国のスコットラ

ンドで登場した「コミュニティ協同組合」というコミュニティ再生活動であるといわれる。

わが国では、1995 年 1 月に発生した阪神・淡路大震災を契機に、地域コミュニティの重要

性の認識が高まり、また 1998年 12月に施行された特定非営利活動促進法（NPO法）も追

い風となって、ボランティア活動や CB・SE のような取り組みが加速度的に拡大していっ

た。 

 
（３）教育問題 
貧困の増大や社会格差の拡大といった社会・文化環境の激変により、大都市部で暮らす

子どもたちの一部には、しばしば「生活力が弱い」「人と関わる力が不十分である」「あき

らめが早い」「基礎体力がない」といった状況がうかがわれ10、子どもたちの社会性、すな

わち「集団の一員として適切に振舞える力」の弱体化が問題視されて久しい。同様に、大

都市部を中心として、虐待・ネグレクト11、青少年の凶悪犯罪、いじめ、不登校・長期のひ

きこもりなどが、地域の教育問題として指摘されている。 
こうした諸問題の背景には、地域コミュニティの希薄化に伴う地域の「教育力」の低下

が少なからず影響しているといえよう。2005年度に文部科学省が行った調査12では、地域の

教育力が低下した要因として、「個人主義が浸透してきている（他人の関与を歓迎しない）」

                                                   
9 CBは、事業で得られた利益を再びその事業やコミュニティに分配する特徴を持つ。SEは、「社会統合を 
めざす企業」、「社会目的を持った企業」、「社会性を持った企業」、「コミュニティに密着した企業」、「社 
会ベンチャー」など、様々に表現される組織を包括する概念である。 

10 志水宏吉・前馬優策［2014］『福井県の学力・体力がトップクラスの秘密』、p.14。 
11 ネグレクトとは、一般に幼児、児童、高齢者、疾病者、障害者などに対して、その保護、世話、養育、 
介護などを怠り、放置・遺棄する行為をいう。なお、児童虐待防止法では「著しい減食又は長時間の放 
置」を児童虐待と定義している。 

12 同省「地域の教育力に関する実態調査」。調査結果は、平成 17年版文部科学白書に掲載されている。 
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「地域が安全でなくなり、子どもを他人と交流させることに対する抵抗が増している」「近

所の人々が親交を深められる機会が不足している」「人々の居住地に対する親近感が希薄化

している」などの意見が上位を占めている（図表１－１－４）。加えて、図表１－１－３に

あるような「地域活動への参加意識の希薄化」「地域への愛着・帰属意識の低下」、あるい

は若者の政治離れといった無気力や無関心も、地域の教育力の低下、ひいては地域発展の

阻害要因となるおそれがある。 
 

図表１－１－４ 「地域の教育力」が低下している原因（３つまでの複数回答）

 
出所：文部科学省『平成 17年版文部科学白書』（2006年 3月）。 

 
市民としてよりよい地域や社会のあり方について考えようとする自覚、あるいは地域や

社会に自主的・主体的に関わろうとする意欲や意識は「市民性」（シチズンシップ：Citizen

ship）と呼ばれ13、1990年代頃から、英国、フランス、ドイツ、北欧諸国、米国といった世

界各国でシチズンシップ教育が導入されている。わが国では、海外でしばしば挙げられる

「政治的リテラシーの向上」（政治に対する理解を高める）だけでなく、地域の共通課題と

その解決法の実践的な学習、あるいは地域社会の再生産を担う人材育成を目的として、シ

                                                   
13 山本敏也［2007］「地域コミュニティにおけるシチズンシップの醸成」『産開研論集』第 19 号、p.5。 
なお、経済産業省ではシチズンシップを「多様な価値観や文化で構成される社会において、個人が自己
を守り、自己実現を図るとともに、よりよい社会の実現に寄与するという目的のために、社会の意思決
定や運営の過程において、個人としての権利と義務を行使し、多様な関係者と積極的に（アクティブに）
関わろうとする資質」と定義している（経済産業省［2006］『シティズンシップ教育と経済社会での人々
の活躍についての研究会報告書』、p.20）。 
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チズンシップ教育が一部で実施されている14。 

くしくも、阪神・淡路大震災の時、国や行政の支援機能が完全に麻痺した状況の中で、

被災者やボランティアとして駆けつけた人々が、被災地の環境や被災者の生活改善のため

に自発的な行動を起こしたことが、人々の認識を変える契機となった。要するに、地域コ

ミュニティに対する市民の自発的かつ自主的な問題解決の行動が、社会を変える大きな原

動力になる、と気づきはじめたのである。 
 
（４）経済問題 
地場産業や伝統産業のほか、商店街・繁華街、観光産業といった地域の既存産業が衰退

し、地域内の経済収支のアンバランスが深刻化している。これは言うなれば、人口減少に

よる地域の需要減少を上回るペースで経済活動（生産、設備投資など）が縮小し、地域で

十分に稼げる主要な産業が存在しなくなり、地域の需要に対する供給の大半を地域外（あ

るいは地域外資本の企業）から賄う、移輸入超過の状態である。 

さて、2014年版中小企業白書によると、地域と密接な関係にある中小企業や小規模事業

者から見た地域が抱える課題として、図表１－１－５のように「人口減少」「少子高齢化」 

 

図表１－１－５ 地域が抱える課題（中小企業・小規模事業者） 

 

資料：中小企業庁委託「中小企業者・小規模企業者の経営実態及び事業承継に関するアンケート調査」 
（2013年 12月、㈱帝国データーバンク）より作成。 

注 1：中小企業 13,000社（うち小規模事業者 9,100社）を対象としたアンケート調査。回収率 27.3％。 

注 2：地域が抱える課題について 1位から 3位を回答してもらった中で、1位として回答されたものを集計 
している。 

                                                   
14 橋本将志［2013］「日本におけるシティズンシップ教育のゆくえ」『早稲田政治公法研究』第 101号、p.63。 
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に次いで「商店街・繁華街の衰退」「大規模工場等の製造業の不在」などの経済問題が挙げ

られている。例えば、地域商業が衰退することによって発生する空き店舗は、商店街とし

ての魅力が低下し、買い物の利便性が低下するだけにとどまらず、地域行事の担い手が不

足したり、景観の悪化、さらには防災上の懸念といったあらゆる面で悪影響をもたらす（図

表１－１－６）。 

図表１－１－６ 空き店舗があることの悪影響（複数回答、Ｎ＝ ）

 

出所：中小企業庁『商店街空き店舗実態調査報告書』（2017年 3月）。 

 

（５）人口問題 
人口問題の詳細については、次節２．「人口減少が地域にもたらす課題」（12 ページ）で

述べることとし、ここでは簡単な言及にとどめておく。

人口減少は少子高齢化をもたらすのみならず、先で述べたように医療・福祉、社会、経

済といった様々な領域で課題を発生させ、地域間格差の拡大を招く諸問題の元凶である。

特に、地方都市の衰退を招いた急激な高齢化・過疎化の背景には、就職・進学の機会や賃

金水準の高さを求めて、若者たちが地方から大都市部へ流出したことが主な要因と考えら

れる。つまり、若者が地元に戻りたくても働く場所が少ないために、大都市部へ移動せざ

るを得ず、地域の高齢化が進行するという構造である。 

大阪府においては、少なくとも高度成長期までは長期の人口動態による「大都市部のメ

リット」を享受していたであろうが、足元の状況を見ると以前とは様子が異なる。大阪府
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福祉部高齢介護室『大阪府高齢者計画 2015』によれば、圏別の高齢化率は 2015年（推計

値）で南河内（28.4％）と中河内（28.1％）で突出しており、2025年（同）についても南

河内（32.3％）、中河内（30.8％）と並んで、北河内（30.8％）も 30％を超える見通しであ

る（図表１－１－７）。大阪府におけるこのような高齢化の固有の要因として、高度成長

期に流入した団塊の世代が一斉に高齢期を迎えたことや、生産年齢層の流出が続いている

ことを指摘している。 
 

図表１－１－７ 圏別の高齢化率

出所：大阪府福祉部高齢介護室『大阪府高齢者計画 2015』（2015年 3月）第 2章。 

注：元データは、総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」。 
 
以上のように、地域が抱える課題として「医療・福祉問題」「社会問題」「教育問題」「経

済問題」「人口問題」の 5テーマを概観したが、本調査の狙いは人口減少社会の下で「稼ぐ

力」すなわち、ビジネスの手法を通じて社会・経済問題をいかに解決していくかを議論す

ることにある。したがって、この 5 つのテーマのうち、以降で本調査が取り扱うのは主に

「社会問題」「経済問題」「人口問題」の３つが中心となる。 
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２．人口減少が地域にもたらす課題

日本創成会議の人口減少問題検討分科会が 2014 年にまとめたいわゆる「増田レポート」

で、2040年に全国の 896の市区町村（全体の 49.8％に当たる）が消滅の可能性がある15と指

摘されたように、人口減少社会の本格的な到来が間近に迫りつつある。こうした中、すで

に人口減少に伴う様々な課題を抱え、その対策に苦慮している地域もみられる。では、人

口の減少がわれわれの日常生活に対し、具体的にどのような影響を与えるのであろうか。

「国土交通白書 2015」では、都市圏よりも人口減少を実感しやすい地方のまちや生活に与

える影響として、次の 5点を挙げている16。 

 

（１）生活関連サービス（小売、飲食、娯楽、医療・介護等）の縮小 

人口減少に伴って、就業者数の減少といった要因が引き金となり、地域全体の所得が減

少する。当然、所得の減少に比例して消費も減退していく。日常生活で必要とされる小売

や飲食、娯楽、医療などのサービスは、一定の人口規模が確保できないと存在することが

できない。その適正な人口規模については、産業によって異なるものの、人口減少の進展

によって上記のような生活関連サービスが成立しうる人口規模を下回れば、当該産業が地

域から撤退することになろう。もちろん、こうした生活必需品・サービスの入手や施設な

どの利用が困難になれば、市民生活の利便性は著しく低下する。 

また、地方圏の雇用の 6 割以上を占めるといわれる第 3 次産業の一部撤退は、継続的で

安定した地域の就業機会（雇用）の減少を招くばかりか、さらなる人口減少につながる懸

念もある。 

 

（２）税収の減少による行政サービス水準の低下 

人口減少が進行し、経済・産業活動が縮小すれば、地方自治体の税収入は減少する。他

方で、高齢化の進展が社会保障費を増やし、地方自治体の財政が一層逼迫することになる。

そうなると、これまで提供されていた行政サービスが廃止、あるいは有料化される事態も

考えられる。この場合も当然、上述の生活関連サービスの縮小と同様に、市民生活の利便

性は低下することとなる。 

 

（３）公共交通の撤退・縮小 

人口減少をきっかけに、児童や生徒数、そして生産年齢人口が減少すると、通勤・通学

者の減少へとつながり、民間事業者による輸送サービスの事業採算性が悪化する。利用者

のさらなる減少や市街地の低密度化によって、輸送サービスの経営効率が低下すれば、地

方都市で鉄道や路線バス事業を行う民間事業者は、不採算路線からの撤退または運行本数

                                                   
15 2010年から 2040年にかけての 30年間で、子供を産む力を持つ 20～39歳の女性の数が 5割以下に減少 
する自治体を消滅可能性都市とした。 

16 国土交通省［2015］『国土交通白書 2015』第 1章 第 2節、pp.19-22。 
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の減少を決めるかもしれない。また近年、高齢運転者による交通事故の増加が問題視され

るように、高齢化の進行に伴って自動車の運転が困難になる高齢者が増えることから、小

売店といった日常生活店舗の減少による「買い物難民」の問題と併せて、公共交通の撤退・

縮小が市民生活に与える影響はより大きなものとなる。 

なお、内閣府の「高齢者の経済・生活環境に関する調査」によると、今後居住地域で不

便を生じる可能性があるものとして、規模の小さい都市ほど「日常生活に必要な都市機能

がないこと」とともに「公共交通機関が整っていない」点を指摘する割合が高い（図表１

－２－１）。ただし、公共交通機関運営を維持するために国や自治体が補助金を補填し続け

ることは難しく、利用者のこうした不安を払拭することは容易ではない。 

 

図表１－２－１ 居住地域で今後不便を生じる可能性があると考えるもの 

 

資料：内閣府「高齢者の経済・生活環境に関する調査結果」（2017年 3月）第 2章 2、p.53より作成。 
注 1：都市規模の区分は、①大都市：東京都 23 区・政令指定都市、②中都市：人口 10 万人以上の市、 

③小都市：人口 10万人未満の市、④町村：郡部（町村）である。 
注 2：「日常生活に必要な都市機能」とは、500 メートル（徒歩）圏内にある医療機関、福祉施設、商業 

施設、金融機関などを指す。 
 

（４）空き家、空き店舗、工場跡地、耕作放棄地等の増加 

課題先進国と呼ばれるわが国において、いわゆる「空き家問題」は解決すべき喫緊の課

題である。総務省の「住宅・土地統計調査」によれば、空き家は①二次的住宅（週末や休

暇時に避暑・保養などの目的で使用される別荘など）、②賃貸用の住宅、③売却用の住宅、

④その他の住宅17の 4つに区分される。空き家率と各区分（3区分）の空き家数の変化をみ

ると、「その他の住宅」の伸び率が他の 2つとは異なり漸増傾向にあることから、管理が適

正でない④に該当する空き家が、問題の中心になっている可能性がある（図表１－２－２）。 

そこで、その他の住宅の空き家率を都道府県別にみると、概ね大都市圏よりも地方圏の 
                                                   
17 転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことに 
なっている住宅などのこと。 
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図表１－２－２ 空き家率と空き家数の推移 

 

資料：総務省「住宅・土地統計調査」より作成。 
 

方が高くなっている（図表１－２－３）。さらに、人口増減率とその他の住宅空き家率との

関係を調べると、負の相関、つまり人口減少率が高い都道府県ほどその他の住宅空き家率

が高くなっている（図表１－２－４）。このように、今後、人口減少とともに空き家率が上

昇することは避けられない現象となる。 

 

図表１－２－３ 空き家の構成比とその他の住宅空き家率 

 
出所：国土交通省［2015］「国土交通白書 2015」。 
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外 部
不経済

図表１－２－４ その他の住宅空き家率と人口増減率の関係 

 

資料：国土交通省［2015］「国土国通白書 2015」、総務省「人口推計（平成 28年 10月 1日現在）」より作成。 
 

では、なぜ空き家の増加が問題になるのだろうか。放置され管理が不適切な空き家は、

老朽化が進行して敷地にも雑草が生い茂り、不法投棄を誘発する。それは悪臭などの衛生

環境の悪化だけでなく、地域の景観を損う原因にもなる。さらにこうした状況が続けば、

不法侵入や放火といった治安の悪化を招き、建物の倒壊や火災などの防災上の問題も懸念

される（図表１－２－５）。 

このように、地域に空き家が増えることは、地価の下落やまちの魅力・活力の低下にと

どまらず、住民生活への悪影響から人口流出に拍車をかけることにもなりかねない。すな

わち、空き家の増加は地域に少なからぬ外部不経済をもたらすことになる。 

 

図表１－２－５ 空き家がもたらすデメリット 
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（５）地域コミュニティの機能低下 

１．（２）社会問題（6～7ページ）で述べたように、人口減少などの社会変化が地域コミ

ュニティの機能を低下させることが考えられる。例えば、町内会や自治会などの住民組織、

あるいは消防団の団員や祭りなどを担う地域の人材が不足することで、共助機能をはじめ

地域の防災力、ソーシャルキャピタルの低下を招くおそれがある。 

加えて、児童や生徒数の減少が進むと、学級数や 1 学級当たりの生徒数の削減、さらに

は学校の統廃合といった事態にも発展しかねない。若年者層の減少は、地域の歴史や祭り

といった伝統文化の継承を困難にし、また地域活動が縮小することによって、住民同士の

交流の機会が減少し、地域のにぎわいや地域への愛着が失われていく。 

以上をまとめると、（１）～（５）の要素が相互かつ複雑に絡み合って、図表１－２－６

のようにさらなる人口減少を引き起こす元凶となることが分かる。 

 

図表１－２－６ 人口減少の悪循環のイメージ 

 
出所：国土交通省［2015］「国土国通白書 2015」。 
 

ところで、大阪府には小都市や町村に該当する規模（13ページ）の都市が 21と、府内市

町村の約半分を占めるが、これらの人口シェアは全体の 1 割程度しかないため、上述した

（１）～（５）の影響がすべて現れるとは限らない。 

ただ、中小企業を中心に製造業の厚い集積を誇る大阪府では、技術者の高齢化による技

能承継の問題が深刻化しつつある。帝国データバンクが実施した後継者問題に関する実態

調査18によれば、近畿 2 府 4 県における企業の後継者不在率は大阪府が 72.3％と最も高く、

前回（2014年）・前々回（2011年）調査を含めて近畿ワーストワンが続いている（図表１－

                                                   
18 帝国データバンク［2016］「2016年 後継者問題に関する近畿企業の実態調査」、p.3。 
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不足（自治会、消防
団、地域の祭り等）

学 校 の
統 廃 合
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２－７）。今後、少子高齢化のさらなる進行は、生産年齢人口の減少をもたらすとともに、

中小企業にとって質の高い人材確保が困難になり、後継者や技術者の不足がより顕著とな

る可能性がある19。 

 

図表１－２－７ 企業の後継者不足率 

 
資料：帝国データバンク［2016］「後継者問題に関する近畿企業の実態調査」より作成。 

 

 

                                                   
19 大阪府［2016］「大阪府人口ビジョン」、p.58。 
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３．人口減少社会と地方創生

人口減少という大きなうねりが引き起こす上述のような課題に対して、地域はどのよう

にしてそれを乗り越えるべきなのか。本調査では、人口減少社会の下で「地域で稼ぐ」、す

なわちビジネス手法を用いて地域の課題を解決し、地域を活性化させる仕組みについて検

討する。すでに、わが国の政策をはじめ多くのメディアでもよく目にする「地方創生」の

潮流は、地域発の課題解決に向けた取り組みを後押しするものである（図表１－３－１）。 

 

図表１－３－１ 地方創生に向けた政府の主な取り組み

 
資料：一般社団法人 全国銀行協会［2016］「地方創生に向けた銀行界の取組みと課題」を加筆修正。 

年 月 内　　　　　　容
日本創成会議・人口減少問題検討分科会：「成長を続ける21世紀のために『ストップ少子化・
地方元気戦略』」（通称「増田レポート」）を公表
政府：「経済財政運営と改革の基本方針 2014～デフレから好循環拡大へ～」（骨太方針）
　を閣議決定
政府：まち・ひと・しごと創生本部の設置を閣議決定

まち・ひと・しごと創生法：公布および一部施行
「選択する未来」委員会：最終報告書「未来への選択－人口急減・超高齢社会を超えて、
　日本発 成長・発展モデルを構築－」を公表
政府：「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」および「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を閣議決定

地域経済活性化機構（REVIC）：地域金融機関向け短期トレーニー制度を開始

内閣府地方創生推進室：地方創生コンシェルジュ制度を創設

政府：地方創生先行型交付金を創設

内閣府地方創生推進室：地方創生人材支援制度を創設

まち・ひと・しごと創生本部：地域経済分析システム（RESAS）の提供を開始

政府：「まち・ひと・しごと創生基本方針2015」を閣議決定

政府：「『日本再興戦略』改訂2015」を閣議決定
金融庁：地域金融機関の地域密着型金融の取組み等に対する利用者等の評価に関するアン
ケート調査結果等の概要を公表
第３次安倍改造内閣において、一億総活躍担当大臣新設

政府：「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2015改訂版）」を閣議決定

まち・ひと・しごと創生本部：「地方創生人材プラン」を公表（地方創生カレッジ創設）

政府：地方創生加速化交付金を創設

政府：地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）を創設

政府：地方創生推進交付金を創設

政府：「まち・ひと・しごと創生基本方針2016」を閣議決定

政府：「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2016改訂版）」を閣議決定

政府：「まち・ひと・しごと創生基本方針2017」を閣議決定

政府：「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2017改訂版）」を閣議決定
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（１）政府の「地方創生」政策 

2012 年 12 月に発足した第 2 次安倍晋三内閣の下、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

（以下、「総合戦略」）が 2014 年 12 月に閣議決定された。何度かの改訂を経て 2017 年 12

月に閣議決定された「総合戦略（2017改訂版）」では、地域経済の好循環というこれまでの

基本方針を踏襲しながら、以下のような 4 つの基本目標を掲げ、具体的な政策パッケージ

を示している（図表１－３－２）。 

 

図表１－３－２ まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本目標（ 年目標） 

資料：首相官邸「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2017改訂版）」（2017年 12月）より作成。 

 

（２）ローカル・アベノミクスの課題 

政府はアベノミクスの効果を全国各地に浸透させるために、地域産業の成長促進や雇

用・消費の拡大を通じて地域経済の好循環を生み出す「ローカル・アベノミクス」という

上述の戦略を立て、実現に向けた様々な取り組みを進めている。中でも、2014年に施行さ

れた「まち・ひと・しごと創生法」によって、地方自治体は国の「長期ビジョン」や「総

合戦略」を勘案しながら、中長期の「地方人口ビジョン」と 5か年の「地方版総合戦略20」

を策定することが努力義務として課されるなど、国と地域が一体となって課題に取り組む

方向性が明確となった。しかしながら、努力義務としながらも全国一律、かつ性急に人口

ビジョンや総合戦略の策定を求めたがために、何がしかの歪みをもたらしていることも考

えられる。以下では、そのようなローカル・アベノミクスの課題を列挙する。 

                                                   
20 都道府県、および市町村のまち・ひと・しごと創生総合戦略を指す。 

◆ 地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする
✥５年間累計で地方に 万人の若者の雇用を創出する
✥女性（ ～ 歳）の就業率を ％にする など

◆ 地方への新しいひとの流れをつくる
✥ 年と比べて、東京圏から地方への転出を４万人増やし、地方から東京圏への転入を６
万人減らして、東京圏から地方の転出入を均衡させる など

◆ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
✥結婚希望実績指標を ％にする
✥第１子出産前後の女性継続就業率を ％にする など

◆ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する
✥地域公共交通再編実施計画の認定総数を 件にする
✥居住誘導区域内の人口の占める割合が増加している市町村数を 市町村にする など
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①合計特殊出生率21の不自然さ
地域の人口減少に対する認識の甘さから、地方人口ビジョンの合計特殊出生率（以下、

「出生率」）が、きわめて高い数字に設定されている地方自治体が少なくない。多くの都

道府県が人口予測に用いた出生率は、国が想定した数値と同じく 2030年の 1.80（＝国民希

望出生率）、2040年の 2.07（＝人口置換水準）22であり、計算方法も国の指示にしたがって

実施しているという。ちなみに、直近の大阪府の出生率は 1.37（厚生労働省「2016 年人口

動態統計」）で、「大阪府人口ビジョン」によると、今後何も施策を打たなければ 2030年に

は 1.26、2040年には 1.27まで低下するとみており、同ビジョンでは国が想定した上記の目

標値に沿った将来見通しを立てている。 

一方、人口約 370万人のある県（2016年の出生率：1.55）では、2020年時点で 2.07まで

上昇するとの想定を置いている。また、人口 8,000人余りのある町（2013年の出生率：1.26）

でも、2040年の出生率を国や大阪府と同じ 2.07としている。このように、人口規模が大阪

府（約 880万人）を大きく下回り、その動態も異なる自治体であるにもかかわらず、出生率

の目標値がほぼ同じ、あるいはそれ以上の水準を設定するなど、不自然さが否めない23。 

このことは、地方人口ビジョンが地域の実情を十分に反映して算出されることの必要性

を示している。何とか人口減少に歯止めをかけたいとの思いは理解できるが、地域の特性

に即した将来像を描かなければ、単なる机上の空論で終わってしまう。

②地域独自の知恵や創意工夫の不足 
①と関連して、人材やノウハウが十分でない自治体において、地方人口ビジョンや総合

戦略の策定を民間シンクタンクに丸投げするケースや、既存の総合計画との整合性を保つ

ために、地方版総合戦略の施策内容が、過去の施策を延長したものにとどまっている点が

指摘されている24。また、全国 47都道府県および約 1,700の市区町村の多くで実施されてい

る、「ゆるキャラ」「特産品開発」「地域ブランド開発」「プレミアム商品券」などの取り組

みは、安易に他地域の成功事例を模倣した横並び体質の典型だ、と批判する声もある。 

このような例は、本来地域を最も熟知するはずの自治体が、知識や経験不足を理由に課

題解決のための創意工夫を凝らさないで、もっぱら交付金や補助金の交付時期に合わせる

べく、コンサルタント会社に丸投げしてにわかに立案・設計された結果である、と言われ

ても仕方がないだろう。地域課題に対して、地域の文脈を軽視した手法を選ぶことは、ゆ

るキャラなど上述した活動の「コモディティ化」につながる。当然、地域ならではの価値

を持たない「どこにでもある」ものに対して、消費者や利用者の関心は高まるはずはなく、

早晩見向きされなくなってしまう。専門家ら（第２章１．参照）によるこれらの批判に、

                                                   
21 1人の女性が一生の間に産むと見込まれる子供の数。15～49歳の女性の年齢別出生率の合計。 
22 国民希望出生率は、若い世代の結婚・子育ての希望が実現した場合の出生率で、人口置換水準は、長期 
的に人口を維持するために必要とされる出生率の水準をいう。 

23 宝島社「東京五輪後に地方は崩壊する」『別冊宝島』2539号、pp.36-38。 
24 同書、pp.38-43。 
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自治体として真摯に向き合う必要があろう。 

③行政区域単位の交流・定住人口の増加 
出生率を高めることなく人口減少を克服する方法として、「定住人口の増加」が考えられ

る。ただ、全国のあらゆる地域が定住人口の増加、つまり行政部門にとっての顧客である

「住民の数」を単純に増やすことに邁進すれば、行政の負担が増加し、競合する自治体と

の間で行政サービスの「住民満足度」の向上合戦となるかもしれない。これはある意味、

人口（住民）の奪い合いとも言い換えられよう。 

その結果、ある地域で人口が増加しても、他地域の人口を減少させるであろうことは自

明の理である。仮に、東京 23区や政令指定都市のような、大都市（13ページ参照）からの

人口流入を促進するのは許されるにしても、人口が 10万人にも満たない近隣の市町村同士

が人口を奪い合うのは、「ゼロ・サムゲーム」を通り越して「マイナス・サムゲーム」の様

相を示すこととなる。 

この点を踏まえると、交流人口は生活環境を悪化させない程度に増加する限り、地域の

活性化にも貢献するため、基本的には望ましい。一方で、地方創生の最終目的として定住

人口の増加を、基礎自治体（市町村）単位で競わせるのは、複数の行政区域をまたぐ日常

生活圏（行楽・旅行を含む）の実態に照らし合わせると違和感がある。行政区域よりもむ

しろ、地域連携による政策課題として定住人口の増加策を考えるべきであろう。 

以上を要約すれば、ローカル・アベノミクスを契機に全国各地で少子化対策や東京一極

集中是正への動きがみられつつあるものの、従来の政策で解決できなかったこれらの課題

を、地域が独自の視点から対処しようとするケースはまだ少ない。 
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４．本調査における視座

すでに論じてきたように、これまでと同じものの見方や考え方では、地域経済を活性化

させる革新的な仕組みを生み出すことは不可能であろう。したがって、本調査を進めるに

あたって地域が持続的に稼ぐ力をつけるために不可欠な、新しい視座を提示しておく必要

がある。 

 

（１）量から質への転換  

東洋経済新報社が毎年発表している全国 814都市（791市および東京 23区）を対象にし

た「住みよさランキング」2017年版によれば、全国 1位は千葉県印西市、第 2位が富山県

砺波市、第 3位が愛知県長久手市、以下、石川県かほく市、同県野々市市、富山県魚津市、

などとなっている（図表１－４－１）。2017年版では、北陸 3県（富山・石川・福井）の都

市が上位 10都市中、7市も選ばれているが、20年以上続く同ランキングについて、核とな

る都市に隣接する衛星都市やベッドタウンが上位を占める傾向が強い。 

 

図表１－４－１ 年版・住みよさランキング（上位 市） 

 
資料：東洋経済新報社「第 24回全都市『住みよさランキング』（2017年）」プレスリリース資料より作成。 

 

住みよさランキングは、①安心度、②利便度、③快適度、④富裕度、⑤住居水準充実度

という 5つの観点から 15の評価指標が設定され、5部門それぞれに平均値を 50とする偏差

値を算出し、その単純平均を総合評価として順位づけしている。ちなみに、この調査が開

始された 1993年は、日米構造協議の最終報告を受けて、対米貿易摩擦を解消するために米

国から内需拡大を要求されていた時期25で、すでに大規模小売店舗法の緩和や、郊外の宅地

                                                   
25 日米構造協議を引き継いだ日米間の経済協議として、日米包括経済協議が 93年 7月に発足した。 

住居水準
充実度

印西市（千葉）
砺波市（富山）

長久手市（愛知）
かほく市（石川）

野々市市（石川）
魚津市（富山）
鯖江市（福井）
坂井市（福井）
能美市（石川）
守谷市（茨城）

順位
前年
順位

都市名
（都道府県名）

総合評価
偏差値

順    位

安心度 利便度 快適度 富裕度
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開発促進のための土地税制の見直しなどが実施された。バブル崩壊後の景気対策の意味合

いも重なり、全国各地にバイパスの整備、大型ショッピンセンターの進出、分譲住宅地の

開発といった公共投資が拡大した。 

さて、このような時勢の中でスタートした同ランキングの評価指標について、例えば①

の安心度には「病院の病床数」、②の利便度には「大型小売店店舗面積」、③の快適度には

「都市公園面積」といった、生活インフラの充実度を示すものが多くなっている。島原万

丈氏の指摘26の通り、こうした指標によって施設や建物がより多く、より大きく、より新し

いまちが住みやすいと評価されてしまうのであれば、産業構造や社会の価値観が大きく変

化した現在において、都市を同じ尺度で評価する意義を問い直すべきではなかろうか。そ

こで本調査では、モノや取引などに関する数量の多寡だけで地域の活力を測るのではなく、

人のつながりや人々の意識といった質的な部分にも着目して地域を眺めることとする。 

 

（２）科学的な知識に基づく地域経営  

第２章２．（41～48 ページ、60～63 ページ）でも詳述するが、国の財政が逼迫する中で

これまでのような国の予算に依存した自治体運営は通用しなくなっている。もはや、地方

自治体や地域住民、企業などが連携し、お金を生み出す（稼ぐ）方法を地域自らが考えな

さい、という方向性を国が打ち出す時代となった。その流れが DMOであり、ふるさと納税

といった施策であろう。 

そうなると、国から予算を獲得するこれまでの自治体運営では必要とされなかったイノ

ベーションやマーケティングといった要素が不可欠となる。例えば、地域の魅力や強みを

探し出し、磨き上げて付加価値をつけ、着地型観光ツアーやふるさと納税の返礼品といっ

た商品・サービスにしてお金を稼ぐ「地域経営」の発想である。しかし、これまで前例踏

襲を基本として、勘と経験に頼ることが多かった自治体などにとって、民間企業と同じよ

うな経営のプロセスを導入することは、決してたやすくない。 

とはいえ、消費者・生活者でもある住民のニーズは時代とともに大きく変化しており、

また人口減少社会の到来を考えれば、今後は自治体がより積極的に DMOやふるさと納税

に関わらざるを得ないであろう。また同時に、それらに関連する商品・サービスの提供対

象（顧客）は、単一の行政区域を越えて広域におよぶことを想定しなければならない。 

このような現状と将来の動向を見据えた上で、旧態依然とした仕組みを地域経営に適応

できる機能に転換するためには、民間企業のように情報や知識を絶えず収集しながら、科

学的なノウハウを使って地域内外のニーズを分析する必要がある。そうした試行錯誤を積

み重ね、安定的にお金を調達する方法を確立した暁には、自分たちで地域の将来像を描い

ていくことができよう。 

 

                                                   
26 飯田他［2017］『これからの地域再生』第 1章、pp.68-71。 
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（３）経済的価値と社会的価値の両立  

近年、わが国でも企業が持つ資源や専門性を使いて、社会問題を解決するアプローチが

注目されるようになった。これは、米国の経営学者マイケル・E・ポーター氏が唱える「共

有価値の創造」（Creating Shared Value: CSV）と呼ばれる考え方で、自社の利益を生み出す

と同時に社会を変革させる、すなわち経済的価値と社会的価値の両立である。CSV と類似

の考え方であるソーシャルビジネスは、中小企業白書によれば「社会的課題を解決するた

めに、ビジネスの手法を用いた取組」と定義されている。狭義の定義ではグラミンバンク

を設立したムハマド・ユヌス氏が提唱するように、より社会的価値を優先させるのが特徴

である27。 

一方、わが国にも「三方よし」（売り手によし、買い手によし、世間によし）という言葉

がある。これは、江戸から明治期にかけて活躍した近江商人によって、300年以上も前から

受け継がれてきた経営理念を表現するものとして、後世に作られたものである。自社や顧

客（取引先）だけでなく、第三者（社会）にとっても利益となるように行動する必要があ

ることを示している。世界で、CSV やソーシャルビジネスの考え方が生まれるはるか昔か

ら、わが国にも経済的価値と社会的価値を追求する経営思想が存在したことは、特筆に値

しよう。なお、過度の効率性や競争原理とは異なる価値観を広め、ソーシャルイノベーシ

ョン（社会的課題に取り組む仕組みの開発）をサポートする、京都市イノベーション研究

所（SILK）では、近江商人の三方よしに「未来よし」を加えた「四方よし」という理念を

掲げている。 

以上のように、経済一辺倒の価値観が崩壊し、今改めてこうした価値観が重要視されよ

うとしている。すでに、一部の地域では経済的価値と社会的価値の両立を前提として、社

会的問題の解決に強い意志と実践力を持った人びと、すなわちソーシャルイノベーターが

地域再生の取り組みを展開している。彼らがどのようにして一見相反する 2つの課題を実

現できているのか、観察しなければならない。そういった感性を備えた人材が各地で活躍

していることが確認できれば、大阪府はもとより、全国の自治体が地域再生を実践する上

での大きな手がかりとなるであろう。 

                                                   
27 安部哲也［2015］「ソーシャル・ビジネスと CSV（共有価値の創造）」『経営センサー』、pp.21-22。 
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第２章 人口減少社会における地域の持続的・内発的発展

１．これまでの地域活性化の反省

（１）まちおこしで何をすべきなのか  
地域で稼ぐ仕組みを考える前に、使い勝手はよいがどこか曖昧な言葉である「まちおこ

し」について触れておこう。写真家でジャーナリストでもある都築響一氏によれば、わが

国では過去に「まちおこしブーム」が 3度あったという。第 1のブームは、商店街にアー

ケードやカラー舗装が整備された時期である。ところが、アーケードを整備した途端に建

物のスカイライン（輪郭線）やランドスケープ（風景）が見えなくなり、画一化した商店

街は衰退の道をたどっていった。 
第 2のブームは、「ゆるキャラ」や「B級グルメ」がまちおこしの救世主として注目され

た頃である。大手広告代理店が主導してイベントを実施し、当初は「お堅い自治体がゆる

いキャラを認めた」とか「地域にはまだ知られていない庶民的な料理がある」といった意

外性が受け、地域の知名度の向上や一定の経済効果がもたらされた。しかし、ブームとと

もに意外性は薄れていき、中途半端なキャラクターの乱立、B級グルメイベント出展のため

の安易なメニュー開発、出展コストの負担増などもあり、まちおこしのためのイベントが

特定の営利企業の「飯の種」に変貌しつつある。こうした現状から、専門家に限らず、ゆ

るキャラや B級グルメはもはや地域振興策として効果がない、との声も少なくない28。 

第 3のブームは、音楽フェスティバルやアートイベントである。今もなお音楽やアートを

テーマにしたイベントが全国各地で行われ、成功事例として評価される取り組みがある。

しかし、それらの中には、大手企業が有する財団の資産で運営されている国際芸術祭や、

開催中は大勢の集客があったものの、終了後は地元住民との一体感がみられない、といっ

たイベントもある。都築氏は、アートや音楽のイベントはイベンターやプロデューサーが

儲かるだけで、まちには何のメリットもないため、地域に何らかの経済価値をもたらさな

い限り、これらのイベントは最終的に飽きられる、と警鐘を鳴らす29。 

地域住民や行政が中心となり、まちおこしの活動や施策に一生懸命取り組んでいるにも

かかわらず、一向に成果が上がらない例は枚挙にいとまがない。その背景には、各々が漠

然としたイメージで「まちおこし」を捉えている曖昧さや、行政、まちづくり組織、NPO、

企業などがそれぞれの立場において何を目的にまちおこしをするのか、という行動指針（ま

たは企業理念）の不徹底があると考えられる。例えば、「来訪者に満足してもらう」とか、

「地元の美味しい郷土料理を提供して喜んでもらう」といった趣旨では、利害関係者間の

合意形成は難しく、議論は収斂しないだろう。税金や会費、企業資産などの貴重な資源を

投入して地域活性化に取り組む限り、明確で誰もが納得できる根拠を示す必要がある。 

                                                   
28 ジモトのココロ「私が地方再生に『ゆるキャラ』も『B級グルメ』も使わない理由」、2016年 4月 21日 
（http://www.mag2.com/p/news/178967）。 

29 地域構想研究所『地域人』第 16号、pp.8-9。 
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（２）地域ブランド開発の難しさ  
地域ブランドについては、様々な文献などで議論がなされており、本稿で詳しく論じる

ことは避けておくが、その開発において注意すべき点を木下斉氏の主張30を参考に、少し述

べておきたい。 

まず 1つに、地域ブランドを開発するためには、地域の知名度や特徴のある商材が必要で

ある。一般の商品で例えると、「大手ビールメーカーA社の○○」と聞けば、おおよそのラ

ベルのデザインや風味などがイメージできる。ところが、地名を冠した地域ブランドを見

て、すぐにどんな特産品や地域資源なのかが理解できるのは、夕張メロン（北海道）、神戸

ビーフ（兵庫県）、玉造温泉（島根県）といった例はあるものの、今のところそれほどまだ

多くはない。したがって、地域にある程度の認知度があり、ウリにしようとする商材が消

費者に認識され、その価値を評価してもらえなければ、地域ブランドを開発する意義は少

ないと思われる。 

 2つに、ブランディングのプロセスの安易な外部委託である。清水慎一氏によれば、観光

地域づくりにおけるブランディングとは、住民と丁寧に議論しながら、地域に根差した多

様な視点を共有した上で、地域独自の価値（ブランドコンセプト）を見出し、磨き上げ、

ストーリーでつなぎ合わせて来訪者に提供する、という一連のプロセスだという31。地域の

自然や歴史、伝統文化、暮らしといった文脈に沿って、新たなブランドイメージをつくり

発信することで、マーケットを開拓することができる。 

ところが、自治体・農協・商工会などにはそのようなノウハウがなく、ただ補助金を獲

得しようとコンサルタント会社に丸投げしてしまっては、どの地域も似たり寄ったりの商

品やサービスができてしまう。こうした安易な発想から生まれた、他地域との優位性がな

い地域ブランドは、地元に定着したり消費者から選ばれることもなく、忘れられてしまう

のである。 

3つに、自治体・農協・商工会といった財政や商材などの面で制約の多い主体が、難易度

の高いマーケティング手法であるブランド開発に取り組むことの妥当性である。民間の大

企業でさえ、一朝一夕にブランドを構築するのは至難の業であり、相当の時間と労力が求

められることから、活動資金や地域の認知度、商材（特産品、工芸品等）などが十分でな

い地域のブランド形成は、長期的な視点に立って進めなければならないだろう。一足飛び

に高難度の技を繰り出すのではなく、これまでの生産や販売の方法に変化を生み出すこと

で、付加価値を高める糸口を模索することがまず重要である。 

 
 

                                                   
30 木下斉「『地域ブランド化』が失敗に終わる 3 つの理由」東洋経済オンライン、2016 年 2 月 12 日
（http://toyokeizai.net/articles/-/104375）。 

31 地域構想研究所『地域人別冊「観光地域づくり」の教科書』、pp.12-15。 
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２．地域で稼ぐ仕組みの芽生え

地域再生における上述の反省を肝に銘じながら、地域が自律的に稼いで経済を循環させ、

持続的かつ内発的な発展を実現するための仕組みを考えてみたい。すでに、全国各地で地

域活性化に向けた多種多様なビジネスモデルが展開されている。それらを概観して共通す

るのは、自分たちがこれまで続けてきた暮らし方、製造・生産・販売の方法を少し変える

ことで、他地域や同業他社とは異なる付加価値を創造することができるという点である。 

あらゆる方面で、新たなビジネスの芽生えを見つけることはできるが、それらを大きく

分類すると今後注目すべきキーワードとして、①地域資源、②観光、③ICT、④地域産業と

いう 4つの要素にまとめられる。ただし、①の地域資源は文化・歴史・自然・景観・芸術な

ど、人間の営みの中で育まれ伝承されるもので、他の 3つの要素いずれにも関係が深いこと

から、本調査では全体を包括する要素として扱うこととする（図表２－２－１）。 

以下では、それぞれの要素を掛け合わせて地域課題をビジネスで解決する、言い換えれ

ば社会性と経済性を両立する CSVビジネス（もしくは「三方よし」のビジネスモデル）の

可能性について、先行事例を交えながら検討する。 

 

 

図表２－２－１ 地域で稼ぐ仕組みの分類 

 

資料：筆者作成。 

 

 

 

観 光
による地域文化の
発信と集客
南天苑 等

エリアの魅力向上による
地域経済の活性化
（ 饗茶庵 等）

コンテンツツーリズムによる内発的発展
（聖地巡礼 らき☆すた 、フィルムツーリズム 等）

地域文化の発信と体験観光
日本まちやど協会、ゲスト
ハウス 等地域産業の６次産業化

（食一 等）

地域商社による地域
資源のブランド化

雪国観光圏 等

地域産業
伝統産業、広義の地場産業

地域資源《文化・歴史・自然・景観・芸術等》

地域産業
伝統産業、広義の地場産業

ＩＣＴ
等

ふるさと納税による
観光客・定住人口の増加
（北海道上士幌町 等）

地域資源の発信に
よる集客・企業の誘致
（尾道空き家再生 等）

ＩＣＴ
観光客・定住人口の増加 耕作放棄地を活用した

体験型の「コト消費」
（葡萄のカネオク 等）

による地域文化の

よる集客・企業の誘致
）
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（１）《地域産業》×《観光》 

まず、地域産業と観光の組み合わせで生まれるビジネスモデルについて紹介する。ここ

でいう「地域産業」は、地域に連綿と受け継がれている伝統産業、泉州地域の繊維産業や

東大阪市のねじのような、古くから地域に根差して産地を形成していた狭義の地場産業、

そして「地元の」という意味で捉えた農林水産業やサービス業までを含む広義の地場産業

を範疇にしている。ただし、本調査では広義の地場産業の中に、観光業は含まれていない。 

①コンテンツツーリズムにおける内発的発展 
地域産業と観光を融合したビジネスモデルとして、地域活性化とも親和性が高いコンテ

ンツツーリズムが挙げられる。コンテンツツーリズムとは、映画、テレビドラマ、小説、

アニメ、マンガ、ゲーム、音楽、ご当地アイドルといったコンテンツを動機とした旅行行

動、また、コンテンツを活用した観光および関連産業の振興、ならびに地域振興を表す言

葉である。映画やドラマなどのロケーション撮影場所（ロケ地）に使われた地域では、撮

影に関連する消費行動（ロケ隊による飲食・滞在、機材レンタル、ロケセット等）という

直接的な経済効果に加え、ロケ地を訪れる観光客の増加という間接的な経済効果も期待で

きる。後者に該当する、NHKの大河ドラマや大林信彦監督作品32といった映画・ドラマなど

のロケ地や、原作の舞台を巡る「フィルムツーリズム」と呼ばれる旅行は、コンテンツツ

ーリズムの一形態とされている。 

フィルムツーリズムは上述の経済的な側面だけでなく、①マスメディアへの露出による

情報発信や、地域への誇り・愛着心の醸成、②文化振興（創作活動の活発化や地域文化の

見直し）、③新たな魅力の発掘（新しい観光・地域資源の発掘や発信）といったメリットも

もたらす33。ロケーション撮影に伴うこのような効果に着目し、地域活性化のきっかけづく

りにしようと、わが国でも 2000年以降フィルムコミッション（FC）と呼ばれる地方自治体、

観光協会、商工会議所などで構成される非営利の公的機関が、ロケーション撮影（アニメ

のロケハン34を含む）の誘致や支援を行うようになった。なお、文化庁の「全国ロケーショ

ンデータベース」によると、現在 FCは全国に 154団体35ある。 

（新たなコンテンツツーリズムの出現）

ところで、ロケーション撮影による外部経済の一種ともいえるフィルムツーリズムとは

別に、最近ではアニメ（またはアニメ映画）などの舞台となった場所、登場人物ゆかりの

地、制作会社所在地などを訪問する「聖地巡礼」という言葉を頻繁に見聞きするようにな

った。本来、宗教上の聖地・霊場36などを参拝して回ることを意味する言葉が、コンテンツ

                                                   
32 尾道三部作（「転校生」「時をかける少女」「さびしんぼう」）など、尾道を舞台にした作品が有名。 
33 NPO法人 ジャパン・フィルムコミッション「フィルムコミッションの役割とロケ支援に関する問題点」。 
34 映画やテレビ制作の際に、主として屋外の撮影場所を探すことを指す和製英語。ロケーション・ハンテ 
ィングの略。 

35 住所未記載（設置予定とみられる）ものを除く（https://www.jldb.bunka.go.jp/fan/filmcommissioners/）。 
36 例えば、四国遍路、サンティアゴ・デ・コンポステーラ（スペイン）、高野山など。 
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ツーリズムの一形態を表す用語として定着している。 

（苦肉の策が聖地巡礼の起爆剤に）

アニメの聖地巡礼が活発になってきた背景には、作品中に実在の地域が登場する機会が

増えている、つまりアニメの制作方法が変化しているという業界の事情が関係している37。

近年のアニメ業界は、新規の制作本数が驚異的に増える一方で、1本当たりの制作費の制約

やスタッフなどの人手不足という、厳しい環境下にある。その中で、一から背景を想像し

てつくる手間や時間といったコストをかけずに、作品のクオリティを維持しようと、ロケ

ハンのデータを画面に読み込んでリアルな背景を描く方法が用いられた。様々な制約の中

で生まれた苦肉の策が、アニメ作品のヒットを機に聖地巡礼へと発展していった。 

背景制作におけるロケハンの活用で聖地巡礼が話題になった地域では、アニメの品質維

持と背景制作の省力化を実現したい制作会社、作品の知名度を高めて効果的に PRをしたい

版権元、聖地巡礼を地域活性化につなげたい地域（自治体、商業者等）と、3者それぞれの

思いが叶う「三方よし」の仕組みが、図らずももたらされた。3つの課題を同時に解決する

ロケハンによる背景制作は、業界の事情を鑑みれば今後も採用され続けるであろうことか

ら、実在の地域がアニメに登場する機会も自ずと増加するものと考えられる。 

このように、フィルムツーリズムや聖地巡礼はともに、文字通り観光の要素だけでなく、

地域に根差した文化や歴史、映画・ドラマ・アニメといった芸術の要素を含み、地域産業

との関連性も深く、新しい観光スタイルとしての可能性を秘めている。そこで、これらの

作品の企画やロケーション撮影（またはロケハン）の誘致段階から、地方自治体や FCが関

与することで、フィルムツーリズムや聖地巡礼を仕掛けようとする動きもみられる。こう

した取り組みが一定の成果をもたらした例が存在する一方で、「仕掛ける」という手法に対

する課題も明らかになっている。各種文献やヒアリングなどを参考に、これらのツーリズ

ムのメリット・デメリットについて、図表２－２－２のように整理しておく。 

（聖地巡礼と地域活性化の親和性）

フィルムツーリズム、聖地巡礼にはそれぞれに長所・短所があり、短期的な経済効果と

いう点では、フィルムツーリズムの方がより大きいと考えられる。その一方で、後述する

埼玉県久喜市が舞台の「らき☆すた」や、石川県金沢市の湯
ゆ

涌
わく

温泉が舞台の「花咲くいろ

は」38のように、アニメの聖地巡礼が単なるロケハン場所を訪れる目的を超えて、アニメフ

ァンと地域住民との交流を深め、地域の行事への参加、さらには新たな行事（祭りなど）

を生み出すきっかけとなるケースもある。このように、地域との持続的な関係性を築くこ

とができる点において、聖地巡礼は地域活性化との親和性が高いといえよう。

また、聖地巡礼はロケハン場所を特別に整備する必要がなく、フィルムツーリズムより

                                                   
37 日本政策投資銀行［2017］「コンテンツと地域活性化」、p.18。 
38 同作品の中で描かれた架空の祭り（ぼんぼり祭り）の幽玄な雰囲気を、制作会社の協力も得ながら本物 
の祭りとして再現した。観光協会のアイデアを、地域の仕組みとして構築した、従来にない取り組みで 
あった。 
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図表２－２－２ フィルムツーリズムと聖地巡礼のメリット・デメリット 

 
資料：各種資料、日本政策投資銀行への取材などを基に作成。 

も低コストで事業を展開できる。なぜならば、アニメファンは看板や幟を立てて綺麗にし

たり余計なものが足された聖地よりも、作品中に描かれたロケハンの風景がありのままの

姿で埋もれている現地に価値を見出すからである。要するに、宝探しやオリエンテーリン

グのように、実際の風景を探し当てることが聖地巡礼の楽しみでもあるという39。

さらに、事前に行われるターゲティングやペルソナ分析40を省略することもできる。時間

の経過とともにユーザー情報が変化し、ペルソナ（人物像）を定期的に見直す必要がある

ため、通常はお金と時間をかけてコンサルタント会社にペルソナの設定を依頼することが

多い。しかし、聖地巡礼では「来訪者」＝「アニメ作品の主要なファン層」と、ペルソナ

がある程度特定されるので、マーケティングで節約できた費用や時間をファンのための施

策に投入することができる。

                                                   
39 同書、p.40。 
40 ある商品やサービスに対する架空の顧客像について、様々な属性（年齢・性別・職業・年収・居住地・ 
家族構成等）、趣味、価値観、生活パターン（起床／就寝時間・通勤時間・勤務時間等）を詳細に設定す
る分析手法。 

メ  リ  ッ  ト デ  メ  リ  ッ  ト

・大規模な経済効果が期待できる場合がある
  (ハリーポッターなど世界的にヒットした映画・ドラマ
   等)

・FCに求められる事業の難易度が高い
  (実写撮影のため、道路規制など関係機関[警察、
  消防等]への根回し、エキストラの募集・動員など、
  大掛かりな準備が必要)

・海外ドラマのロケ地誘致により、インバウンドの増加
  につながる

・集客効果が一過性で来訪者の増加が消費につな
  がりにくい(恣意的な宣伝効果は長続きしない)

・経済効果が作品の知名度や内容に影響を受ける

・ロケ施設などの維持管理が困難

・来訪者の急増に伴う治安の悪化、騒音、ゴミ処理
  などの外部不経済が発生する

・コンテンツが地域活性化と親和性が高い
  (寺社仏閣の祭り、鉄道インフラ等)

・作品がヒットしないと、仕掛けられない
  (内容が評価されて聖地巡礼がはじまる)

・フィルムツーリズムよりも低コストで事業展開できる
  (日常のありのままの風景が地域資源となる)

・フィルムツーリズムよりも来訪者の消費金額が少
  ない

・ペルソナ分析やターゲティングが不要で、ファンに
  ピンポイントで施策が打てる
  (作品に共感したファンが来訪するため)

・来訪者の急増に伴う治安の悪化、騒音、ゴミ処理
  などの外部不経済が発生する

・イベント開催により、交流人口(リピーター)が増える
  (リピーターが地域ファンになり、地域行事に参加)

・ファンを含む観光客、住民、自治体、コンテンツ事
  業者との協力によって、地域の内発的発展をもた
  らす
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（地域の内発的発展に貢献する聖地巡礼）

このように、聖地巡礼は地域に多くの恩恵を与えてくれる。しかしながら、注意すべき

は、アニメ作品が地域活性化に貢献した事例を誤解して、アニメの舞台を誘致さえすれば

ファンが聖地を訪れ、地域がにぎわうだろうと、誘致だけに注力する行動は避けなければ

ならない。上述した成功事例はあくまでも結果論であり、当初から作品のヒットを前提に

取り組むのではなく、事例 1 のように人気の高い作品をどうわがまちの活性化に取り込ん

でいくかを考えるのが順当なプロセスである。聖地巡礼の本質を理解しないで、入込客数

や経済効果といった思惑にとらわれすぎる取り組みは、商業的な恣意性に敏感なファンが

嫌悪感を抱き、失敗するだろう。あくまでも主役はファンであり、彼らの目線で来訪者の

体験を阻害しないような聖地への配慮や、共感を呼ぶ仕掛けが必要である。 

ともあれ、フィルムツーリズムもアニメの聖地巡礼も、成功の秘訣は作品の人気次第で

あることはいうまでもないが、聖地巡礼はファンなどの観光客、地域住民（住民、商店街）、

自治体、コンテンツ事業者との協力により、地域の内発的発展（地域が主体的に発展する

もの）をもたらす点で、フィルムツーリズムとは一線を画している41。 

  

                                                   
41 酒井亨［2016］『アニメが地方を救う！？』、p.30。 
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アニメの登場人物ゆかりの地や、作品の舞台を巡る旅を意味する「聖地巡礼」の先駆的な事
例として、埼玉県久喜市の「らき☆すた」が有名である。このアニメの舞台である旧鷲宮町

わしみやまち

（現・久喜市）は、アニメの放映前には昼間人口が少なく、地元商店街の活性化が課題だっ
た。ところが、 年にアニメ雑誌で地元の鷲宮

わしのみや
神社が作品の背景に登場したと紹介され

たのをきっかけに、大勢のファンが訪れはじめた。また、旧鷲宮商工会（現・久喜市商工会
鷲宮支所）が借り上げ、カフェ（当時）に改修された築 年を超えるといわれる古民家「大酉

おおとり

茶屋
ちゃ や

」でも、キャラクターのイラストやコメントを書く「巡礼ノート」が置かれ、ファン同
士の交流が深まる聖地の１つとなった。
地域活性化の取り組みの発端となったのは、鷲宮神社にアニメファンが集まる様子につい

て、商工会の職員が新聞社から取材を受け、神社の聖地化に気づいたことであった。その職
員は、神社を訪れる熱心なファンに直接事情を聞いたり、インターネット掲示板を通じて彼
らの意見や情報を得ながら、地元の伝統工芸（桐箪笥）による「桐絵馬形携帯ストラップ」
といったグッズのほか、地元の食品メーカーと提携したソース、ラーメンなどの販売にも携
わった。鷲宮地区ではこうした動きに連動して、飲食店スタンプラリー、声優を招いた神社
への公式参拝イベント、自治体による主人公一家の「特別住民票」の交付が行われた。特別
住民票はクリアファイル付きの１部 円（第１弾は限定１万部）で頒布され、自治体への
収入は約 万円にも達し、鷲宮神社通り商店街の街路灯の新設に利用された。

地元とアニメファンとの交流が深まるにつれ、単なる聖地巡礼を超越した動きへと発展し
た。鷲宮神社に奉納されている千貫

せんがん
神輿
みこ し

を担ぐ行事である「土師
は じ

祭
さい
」に、主催者である土師

祭輿曾からオリジナル神輿での参加を提案された。神輿は、地元の大工が木材を組み合わせ、
ファンが布地にイラストを描いた共同制作であった。これがきっかけとなり、アニメファン
には土師祭の準備も含めて、年に何度も鷲宮地区を訪れる動機が生まれるとともに、彼らを
温かく迎え入れてくれる地域の活動に参加したい、という意識が芽生えてきた。
放送が終了して 年以上が経過しても、これほど人気の高いアニメは珍しいが、当地の

場合、①地元がアニメの舞台となり、「ファン」「地域」「版権元」それぞれの思いを調整
しながら協力体制が組まれたこと、②キーパーソン（商工会職員）がファンの意見を聴きな
がら、彼らの喜ぶアイデアを次々に提案・実行したこと、③作品の雰囲気を大切にしつつ、
アニメを糸口に地域ファンを増やしていったことが、聖地巡礼を地域活性化に結びつけられ
た理由といわれている。下図にも示したように、商工会がアニメファンや地元企業、版権元
会社と綿密にコミュニケーションを取りながら、お互いのニーズや思いを丁寧に汲み取り、
商品やサービスの提供に生かしている。ニーズを的確に捉えた商品・サービスには、適正な
対価が還流されており、域外の需要を取り込んで域内の経済を循環させる仕組みが、見事に
構築されている。

同調査を担当した地域企画部の清水希容子参事役、坂本広顕課長によると、調査の中で地域
振興に関連する課題、すなわち「古民家の活用」「伝統工芸の振興」「まちなかのにぎわいづ

事例１：『コンテンツと地域活性化』の考察
✱日本政策投資銀行・地域企画部へのインタビューより
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くり」の３つが浮かび上がったという。すでに、自治体でもそれぞれの課題解決に取り組ん
ではいたが、商工会が主体となって聖地巡礼の動きを素早く取り入れ、アニメを切り口にし
た事業を打ち出したことが、成功の鍵ではないかと分析する。
具体的には、「らき☆すた」の場合、古民家が聖地の１つとしてファンの集まる拠点となっ

たが、域外から人を呼び込みお金を落としてもらう場として有効に機能した。また、伝統工
芸である桐箪笥の技術が桐製の携帯ストラップに応用されるなど、地域で「外貨」を稼ぐツ
ールが誕生した。そしてまちなかのにぎわいについては、先述した鷲宮神社への参拝者の急
増（放映前の 年：約 万人、放映後９年が経過した 年：約 万人）に加え、
飲食店スタンプラリーなどで、まちなかを回遊するファンも増えた。
このように、人気の高いアニメ作品から派生した聖地巡礼は、上述のような地域が抱える

課題に対して横串を通すような役割を果たしている。つまり、聖地巡礼は様々な地域テーマ
を包含して解釈しうる性質を持っており、地域に化学反応を巻き起こすための「触媒」とし
ての機能が期待できるとのことであった。

図 「らき☆すた」を巡るヒト・モノ・カネの流れ

資料：日本政策投資銀行「コンテンツと地域活性化」を参考に筆者作成。

《参考文献・資料》

・日本政策投資銀行［ ］『コンテンツと地域活性化～日本アニメ 年、聖地巡礼を中心に～』

・土師祭公式ホームページ（ ）
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②地域文化の発信と体験観光
（新たな体験観光のツールとしての古民家）

近年、古民家を改修して地元野菜を使ったレストランや、高級和風ホテル、ゲストハウ

スなどに活用する取り組みが全国各地で展開されている。訪日外国人を含めた旅行者のニ

ーズが多様化し、マスツーリズムから個人旅行へのシフト、また「モノ消費」から「コト

消費」への関心が高まるのにしたがって、リノベーションされた古民家は地域の生活や食

などの文化、歴史、気候といった様々な「異日常」（訪日外国人にとっては非日常）の体験

を提供する、新たな観光のツールになりつつある。 
一口に古民家といっても、農村民家、一般民家、庄屋屋敷、武家民家、商家のように、

使用目的、時代、地域、気候などの条件によって様々な建築様式がみられる。ただし、古

民家の明確な定義はなく、国の文化財登録制度の対象となる建築物は、築 50年以上経過し

たものであることから、50 年以上前に建てられた住宅を古民家とする考え方もある。なお、

一般社団法人 全国古民家再生協会では、「昭和 25（1950）年の建築基準法の制定時に既に

建てられていた『伝統的建造物の住宅』42」と定義している。 
さて、第１章２．（４）では、人口減少率の高い都道府県ほど、空き家率が高くなること

を指摘した（14～15 ページ）が、この中には都市部、中山間・過疎地域などに残る古民家

も含まれている。地域文化の発信や体験観光のユニークな仕組みとなりうるはずの古民家

が、有効に利活用されずに空き家として放置、あるいは解体されている背景には次のよう

な問題がある。 

（古民家＝「既存不適格建築物」の扱い）

1つには、歴史的建造物を建築基準法の適用除外にするための条例の制定が進んでいない

ことである。現在の建築基準法に則れば、同法の制定以前に建てられた古民家などの建築

物は、現行法の基準に適合していないとみなされ、「既存
き そ ん

不適格建築物」43として扱われる。

古民家や町家などの歴史的建築物は通常、同法の規定の適用が除外されるが、それらを増

改築したりレストラン、カフェ、宿泊施設などに用途変更する際には、現行の規定に遡っ

て適合させなければならない。そのため、歴史的な建築物のデザインや形態を保存しなが

ら、現代のニーズに合わせた利活用が阻害されることもある44。一部には、京都市などのよ

うに自主的に独自の条例を制定し、建築基準法の適用除外を実現したケースもあるが、全

国的にこのような方法が行われているケースは少ない。 

（消防法の厳格な適用基準） 

2つには、古民家を宿泊施設や飲食店などに活用する際に、現行の消防法が支障になって

いることである。通常の飲食店、物販店、宿泊施設では、自動火災報知設備や誘導灯など

                                                   
42 同協会では、伝統的建造物の住宅とは、伝統構法あるいは在来工法で建てられた住宅を指している。 
43 建築時には適法に建てられた建築物が、その後法令の改正や都市計画変更等によって、現行の規定に対 
して適合しない不適格な部分が生じた建築物のこと。 

44 内閣府ホームページ「地方分権改革事例集」（平成 27年版）、pp.30-31。 
（http://www.cao.go.jp/bunken-suishin/jirei/jirei27.html） 
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の設置が必要で、電源の配線工事、音響装置・受信機の設置45など、相当の手間と費用がか

かるが、古民家を上記の用途に変更する場合もこの基準が適用されることになる。なお、

後述する「歴史的資源を活用した観光まちづくりタスクフォース」の開催を契機に、消防

庁が古民家に関する有識者へのヒアリングや、全国の消防本部で消防用設備等の基準の特

例を適用した事例の収集を行ったところ、現状の基準適用が少なからぬ障害になっている

ことが判明した。 

（旅館業法における玄関帳場の設置義務） 

3つには、旅館業法における構造設備基準の問題である。同法ではホテルや旅館営業を行

う施設において、玄関帳場（フロント）の設置義務が規定されている。古民家などの空き

家を宿泊施設に用途変更する際、24 時間対面できる常駐のフロントを設置しなければなら

なくなると、投資経費が大きくなるとともに、スタッフの常駐による人件費もかさんでし

まい、収益面で採算が合わなくなる。また、伝統的建造物の場合、その建物特有の風情が

損なわれることもある。 

（不動産鑑定の評価手法） 

4つには、不動産鑑定の評価手法が未整備なことである。固定資産税の評価において、わ

が国では木造の建築物の建物価値が、25～30年経つとほとんどなくなってしまうことや、日

本の伝統文化を象徴する古民家の現代的な利用価値があるにもかかわらず、それが適正に

評価されていない点が挙げられる。要するに、木造の古民家に対する資産価値（あるいは

担保価値）がきわめて低いために、所有者が適切に古民家を維持管理するインセンティブ

が生まれにくくなったり、古民家を利活用したい意思があっても、物件を担保に資金調達

ができず、利活用のための改修を断念せざるをえなくなるのである。 

（歴史的建築物への配慮のなさ） 

そして 5つに、固定資産税・都市計画税における税負担軽減の特例措置である。住宅用地

は、上記 2税における税負担を軽減するために、2014年までは土地の面積などに応じて「住

宅用地特例」という措置が適用されていた。ただし、この特例は適切に管理されていない

空き家にも適用され、税金が減免されたために、空き家を解体して更地にする、あるいは

新築するよりも税金が安くなる空き家の放置を助長してしまった。 

このほか、古民家に関する法律として、文化庁の「重要伝統的建造物群保存地区制度」

や「文化財保護法」、国土交通省の「歴史まちづくり法」などがある。しかし、これらは国

宝や文化財などに指定された貴重な資産として、建造物を保存することを前提にしており、

文化財に指定されていない歴史的な建築物に対する配慮が乏しいことを示している。 

（古民家活用の機運の高まり） 

古民家を巡って、様々な領域に関わる問題が顕在化したが、2013年 10月に日本経済再生

本部が決定した「国家戦略特区における規制改革事項等の検討方針」（以下、「特区検討方

                                                   
45 受信機を必要とする自動火災報知設備の工事については、消防設備士の有資格者が工事着手前に届出を 
管轄消防署に提出する必要がある。 
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針」）では、古民家を含む歴史的建築物（町家、武家屋敷、庄屋など）の活用が盛り込まれ

るなど、省庁横断的に古民家活用を後押しする機運が高まりつつある。上記の特区検討方

針では、建築基準法の適用除外について検討された結果、国土交通省からあらかじめ一定

のルールを定めることで、建築審査会での審査の代わりに、地方自治体に新しく設置する

専門の委員会等により、建築基準法の適用除外を認める仕組みを推進することになった。 

（政府による課題解決の模索）

訪日外国人旅行者のビザ発給要件の緩和や LCCの台頭などを背景に、訪日客数は過去最

速の勢いで伸びており、宿泊施設の不足が深刻化している。こうした状況を踏まえ、2016

年 3月に策定された「明日の日本を支える観光ビジョン」では、古民家を宿泊施設に転用す

る事業者に対して、まちづくりファンドによる金融支援を通じた宿泊施設の整備を促す方

針である。 

また、古民家を宿泊施設や飲食店等に活用する際の消防法の適用基準については、「歴史

的資源を活用した観光まちづくりタスクフォース」で、特区検討方針に基づいて上述の有

識者や消防本部の意見を踏まえて議論した結果、消防庁は一定の要件を満たす場合には、

誘導灯や誘導標識の設置を不要としたり、消防設備士の資格が要らない無線式の自動火災

報知設備の設置を認めることとなった。さらに、「まち・ひと・しごと創生基本方針 2017」

では、地域の持続的な成長を実現するために、空き店舗や遊休農地、古民家等の遊休資産

を活用することが示されている。 

以上のように、省庁や官民を超えて「遊休資産の活用」と「諸課題の解決」の両立が模

索されている。 

（空家等対策の推進に関する特別措置法） 
2015年 5月に全面施行された「空家等対策の推進に関する特別措置法」（通称「空家法」）

では、空き家のうち次の①～④の状態に該当するものは「特定空家等」とみなされ、住宅

用地特例の対象から除外された。その状態とは、①そのまま放置すれば倒壊等著しく保安

上危険となるおそれのある状態、②そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれの

ある状態、③適切な管理が行われないことにより著しく景観を損なっている状態、④その

他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態、の 4つである。住

宅用地特例が除外されると増税になるため、同法は空き家の所有者に適正管理、解体、利

活用といった対応を促す仕組みとなっている。 

（新たな資金調達の仕組み） 
政府所管の一般財団法人や官民出資の株式会社が、地方自治体や金融機関と連携してフ

ァンドを設立・運営し、空き家や店舗の改修・転用によるまちづくりを支援する動きが散

見される。官の色彩が強いファンドに限らず、民間レベルではインターネット経由で空き

家活用の資金を調達するクラウドファンディングという方法もある。一方、宮崎県都城市

のように、移住・定住促進のための空き家改修の資金を、ふるさと納税によって調達する

地方自治体もある。空き家を活用する上で資金の調達は不可欠だが、様々な制度の充実や
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ICTの進歩により、その選択肢は広がっている。なお、クラウドファンディングとふるさと

納税の詳細と事例については、（２）《ICT》×《観光》×《地域産業》、および（３）《ICT》

×《観光》で述べる。 
（関西における国家戦略特区事業） 

関西圏において、古民家など空き家に関連する国家戦略特区事業は次の 2つが認定され

ている。1つは、関西圏と養父市で行われている「歴史的建築物利用宿泊事業」である。篠

山市に本社を置く一般社団法人 ノオトが、高齢化や過疎化に悩む地域の団体と連携し、民

間の中間組織として空き家（古民家など）の活用を中心とした事業を展開している。なお、

特区指定された城下町や農村地域では、フロントの設置義務といった旅館業法の施行規則

の特例が適用され、複数に分散した古民家を 1か所の受付で管理・運営できるようになっ

た。 

2つは、同法に基づく旅館業法の特例、いわゆる「特区民泊」である。正式には、外国人

滞在施設経営事業46といい、詳細な運営基準は各自治体（関西では現在、大阪市と大阪府）

の条例で規定されている。なお、特区民泊と既存の宿泊事業および 2018年 6月 15日から施

行される住宅宿泊事業法（通称「民泊新法」）との違いは、下図の通りである（図表２－２

－３）。 

 
図表２－２－３ 各種宿泊事業の特徴

 
資料：各種資料を基に作成。 

 

（各地で地域文化の掘り起こしがはじまる） 

最近、古民家の再生などでみられる、1つのまちや集落を 1つのホテルと見立てる仕組み

は、イタリアの「アルベルゴ・ディフーゾ（Albergo Diffuso：分散したホテル）」をはじめ、
                                                   
46 滞在するのは日本人でも外国人でも構わない。 

許認可の方式 許可 許可 届出 特定認定

営業日数制限 規制なし 規制なし 年間180日以内
（条例で制限可能） 規制なし

宿泊日数 規制なし 規制なし 規制なし ２泊３日以上
宿泊者名簿の
作成・保存義務 ○ ○ ○ ○

玄関帳場の
設置義務

規制なし（条例による
設置義務付けも可能） 規制なし

宿泊者名簿の作成・
保存ができれば物理
的設置は求めない

規制なし

客室床面積
延床面積3.3㎡×
宿泊者数以上 規制なし 規制なし

延床面積25㎡以上
（自治体の判断で
変更可能）

特区民泊住宅宿泊事業法簡易宿所
（旅館業法）

農家民宿
（農林漁業体験民宿）
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ポルトガルの「ポザーダ」、スペインの「パラドール」などがある。ポルトガルやスペイン

では、国設民営のホテルチェーンとなっているが、イタリアの場合は民間企業による経営

である。それぞれの目的を比べると、ポザーダやパラドールは歴史的建造物の修復・維持・

活用であるのに対して、アルベルゴ・ディフーゾはフリウリ地震（1976年）後に人口が流出

して過疎地となった集落の再生であった。成り立ちに違いはあるが、観光客がただ宿泊す

るだけでなく、地元の食材をふんだんに使った食事を味わい、自然や文化を満喫するなど、

地域に分散する様々なサービスや地元の人とのコミュニケーションを楽しむことで、地域

の文化をトータルで体験する仕組みは共通している。 

わが国においても、ネットワーク型宿泊施設の動きがみられつつある。事例 2 で紹介す

る「日本まちやど協会」は、既存の地域価値を再発見・活用することで、地域独自の観光

体験を「まち」や「むら」全体で提供する試みを全国に広めようとしている。同協会は、

イタリアのアルベルゴ・ディフーゾ協会とも連携し、理念を共有していくようである。 

また、事例 3 の栃木県鹿沼市の「ゲストハウスCICACU
シ カ ク

」では、施設内で食事の提供は

行わないが、周辺の飲食店などを紹介して地域の日常を体験してもらうとともに、地域住

民と宿泊客との交流を図る各種のイベントを、ゲストハウスで開催している。 

（古民家再生の課題） 

古民家再生の活動を進める上での当面の課題は、古民家を現行の法律でどう位置づける

かであろう。現在のところ、建築基準法や旅館業法、消防法などでは運用の変更や自治体

の条例制定などで応急処置的な解決策にとどまっているように見受けられる。他方で、ICT

の進展に伴う世界的なシェアリングエコノミーの拡大で、Airbnb
エアビーアンドビー

をはじめとする民泊仲介

ウェブサイトによるホストとゲストのマッチングが活発化している。現状では、わが国の

旅館業法上、違法とされる登録物件も多いとみられ、2018 年 6 月に施行される民泊新法に

先がけて違法な民泊の撲滅に向けた対策が強化されると考えられる。将来、古民家などの

空き家を活用する際には、上記のような法令の遵守が必須となる。

いずれにせよ、社会やビジネスの仕組みなどが急激に変化し、人々の価値観も変化する

中で、現代の生活スタイルや価値観に合った法制度やその運用が不可避となろう。今後も、

政府による観光政策や地方創生に関する主体的な議論が進められ、規制の緩和・強化の両

面から法制度を見直す大きな契機となることが望まれる。
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東京都文京区から台東区一帯の谷中
や な か

・根津
ね づ

・千
せん

駄
だ

木
ぎ

周辺は、下町情緒が残る“谷
や

根
ね

千
せ ん

エリア”
として人気の高いスポットである。海外の旅行口コミサイトで紹介されたこともあり、数年
前から多くの外国人観光客が昭和の風情が漂う商店街などに訪れるようになった。こうした
人気を受けて、銭湯や下宿がギャラリーやカフェに改修され、若者も集まるようになった。
しかし、下町ににぎわいが生まれる一方で、急速な観光地化によって昼間訪れた観光客は

夕方にはいなくなり、飲食店や銭湯が儲からず、かつての魅力も失われつつあった。そこで、
建築デザイン事務所が築約 年の空きアパートを改修し、宿泊施設に転用した。まち全体を
ホテルに見立て、宿泊棟すぐ近くにある築約 年の木造アパートを改修した文化複合施設が
“フロント”に、銭湯が“大浴場”、まちのお薦めの飲食店が“レストラン”、商店街の雑貨店が“土
産店”、お稽古教室が三味線などの“文化体験”と、それぞれに役割を担っている。
地域と宿泊施設が連携して地域全体で宿泊客をもてなし、まちの魅力を伝えるネットワー

ク型の宿を全国に普及させるべく、 年 月に「一般社団法人 日本まちやど協会」が設
立された。まちやどの仕組みは、既存の地域価値を再発見・活用することで、地域独自の観
光体験を提供することが期待でき、空き家問題の解決にも役立つとみられている。

イタリアにも「アルベルゴ・ディフーゾ」という同様の仕組みが存在する。アルベルゴ・デ
ィフーゾとは、「分散したホテル」を意味するイタリア語で、 年にヴェネツィア北部を
襲ったフリウリ地震後の復興策として考えられた。従来のホテルは、一つの施設に受付、ロ
ビー、客室、レストラン、売店といった空間が垂直方向に展開されるが、アルベルゴ・ディ
フーゾは住民が集落を離れて発生した空き家（部屋）、空き店舗などを活用して、集落全体に
ホテルの機能を面的に分散させる、「水平型ホテル」である。ジャンカルロ・ダッラーラ氏（現、
アルベルゴ・ディフーゾ協会会長）が試行錯誤を繰り返し、 年代半ばにその原型がスタ
ートした。
宿泊施設を中心に、集落全体に小さなビジネスを生み出し、それらをネットワークでつな

いで観光資源を創り出すところに価値がある。地元食材を使った食事や、自然や文化の満喫
といったアナログなサービスやホスピタリティを通じて、他所では得られない「体験」を提
供する。とりたてて観光名所がない地域でも、「人」や「食」が有効な観光素材として活用で
きる。
アルベルゴ・ディフーゾは、先進国に共通する空き家、雇用、自然環境、農業、食品の安

全、社会コミュニケーションといった諸問題を、包括的に解決しようとする地域経営の仕組
みであると同時に、持続可能な観光まちづくりのモデルとして、世界でも注目されている。

《参考文献・資料》

・松下重雄［ ］「持続可能なツーリズムをとおした集落再生の取り組み」『日本都市計画学会 都市
計画報告集』

・松永安光ほか［ ］『世界の地方創生：辺境のスタートアップたち』学芸出版社，

・ 「『谷中』が外国人の新たな観光地に 見直される下町の価値」
（ ）

・ 「街全体がホテル？ 谷中で“１日住む”体験を」， 年 月 日
（ ）

事例２：新しい「見立て」による地域文化の掘り起こし
✱日本まちやど協会、アルベルゴ・ディフーゾ（伊）
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栃木県那須町へ行くために、たまたま辻井まゆ子氏（現・ 女将）の宿泊した日光市
のゲストハウスが、鹿沼との出会いを取り持った。ゲストハウスのオーナー夫妻に、「時間が
あれば、ネコヤド商店街というイベントをやってるから行ってみたら」と勧められ、鹿沼を訪
れた辻井氏は、そのイベントの集客力の凄さに驚いた。その後、何気なく入った「まちの駅」
近くのカフェは饗茶庵の支店で、店内には東京の視察団を案内する風間氏がいた。その場の成
り行きで、辻井氏もその視察に参加し、まちなかの店舗見学や商業者・職人との会話を通じて、
彼らの歴史の造詣の深さや人のつながりといった「わが街への愛着」を垣間見た。
当時、アルバイトをしながら京都の実家で暮らしていた辻井氏は、将来の明確な目標はなか

ったが、風間氏をはじめとする若者たちが街を盛り上げようとする様子や、若手商業者が
で店舗を改修する姿に街の面白そうな雰囲気を感じ、移住を考えはじめた。そして、鹿沼を訪
れて 日後に、仕事で奈良にきていた風間氏と再開し、鹿沼に移住する決意を伝えた。

ゲストハウスの修業といった準備と並行して物件を探すうちに、 年間閉じられていたビジ
ネス旅館の建物にたどり着いた。江戸時代から旅館を営む建物のオーナーは、自身が苦労した
経験から当初この建物を宿泊施設にすることを反対していたが、何度も粘り強くお願いしたと
ころ、 年越しで賃借契約を結ぶことができた。
改修に際して、風間氏とともに「日光例幣使街道

・鹿沼宿 旅館再生プロジェクト」を立ち上げ、
年 月から平面図の作成や掃除・壁紙はがし、

ペンキ塗りといった様々なワークショップを開催し
た。地域住民のほか、首都圏で勤務する鹿沼市出身
者、県内や秩父市のゲストハウス経営者など、多く
の人たちの協力や応援を受けて、 年 月に正
式オープンした。宿の名前 は、市民（ ）に出会え、（客室） があり、新し
い文化（ ）が生まれ、街の編集（ ）をする場所という意味が込められている。
実際に、中国茶レッスンなどの文化教室、食べ物持ち寄りの宴会、音楽ライブ、会議、マルシ
ェなど、様々な用途に使われている。

宿泊客の約７割は男性で、「昔住んでいた家に似ている」など利用者にとって居心地はよいよ
うである。面白いのは、同じ日に宿泊していた互いに面識のない映画監督とミュージシャンが

で偶然話したのが縁で、その後、彼らのライブを監督が見て気に入り、同監督制作の
鹿沼を舞台にしたショートフィルムの音楽に彼らの楽曲を採用したエピソードがある。
あるゲストハウスの出会いから、謙虚で人情深い気質や、映画のセットのようにコンパクト

な街並みといった鹿沼の魅力に触れたように、 は宿泊客と地元住民が交わり、新たな
化学反応が起こる場所であってほしいと、辻井氏は願っている。

《参考資料》

・栃木県移住・定住促進サイト（ベリーマッチとちぎ）「誰かが一歩を踏み出すきっかけになる場を」
『暮らす人々』， 年 月 日（ ）

事例３：宿泊客と地元住民が交わる場所
✱ゲストハウス

シ カ ク

（栃木県鹿沼市）

資料：筆者撮影。 
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③地域商社による地域資源のブランド化 
（経常収支改善策としての観光政策）

標記の領域に該当する事例を紹介する前に、わが国の観光政策の変遷について言及して

おきたい。戦後のわが国の観光は、長らくインバウンド（訪日外国人旅行）よりもアウト

バウンド（日本人の海外旅行）に重点を置き、国内の観光需要ももっぱら日本人客を想定

していた。その背景には、産業構造や対米貿易が深く関係している。日本は、自動車・同

部品、家電、産業用機械、半導体、ゲーム機のような先端技術によるものづくりと、その

輸出によって国際競争力を保ってきた。特に、米国市場へは高度成長期から繊維、鉄鋼、

カラーテレビなどが活発に輸出されたが、1980年代以降は自動車の輸出急増に伴う日米貿

易摩擦が大きな問題となった。米国から対米貿易黒字の削減を迫られる中、経常収支47の改

善策として編み出されたのが、旅行収支の赤字化であった48。モノの輸出入では黒字でも、

サービス部門を赤字にすることで、経常収支における対米貿易黒字を小さくしようと打ち

出されたのが、「海外旅行倍増計画」49であった。 

（観光立国としての挑戦） 

ようやく、観光振興が重要な国の政策課題として位置づけられたのは、小泉総理大臣（当

時）が2003年に行った「観光立国宣言」以降である。海外へ日本ブランドを戦略的に発信

するビジット・ジャパン・キャンペーンの開始（2003年）や、観光基本法を全面改正した

「観光立国推進基本法」の施行（2007年）、観光庁の新設（2008年）、新成長戦略（2010年）、

日本再生戦略（2012年）と、観光立国実現に向けた体制の強化が進められた。その後、ア

ベノミクスの第三の矢である日本再興戦略（2013年）の下、政府による訪日旅行プロモー

ションやビザの発給要件緩和などの様々な施策が追い風となり、2017年の訪日外国人旅行

者は前年比19.3％増の推計2,869万人と、5年連続で過去最高を更新した。観光立国実現の

方向性が明確にされて10年以上が経過したが、インバウンド振興策の成果が現れはじめた

のは、ここ数年前辺りからである（図表２－２－４）。 

（観光地域づくりの課題） 

さて、観光を切り口にした地域づくりに対する課題が浮き彫りとなり、DMOの議論が活

発になった背景には、大きな 2つの変化がある50。1つには、観光客のニーズや動向が急激

に変化したことである。1980年代のマスツーリズムに象徴される豪華な食事や温泉を楽し

む「非日常」体験から、2000年以降は農家の古民家レストランなどで地元食材による食事 

                                                   
47 国の国際収支を評価する基準の 1つで、①貿易収支、②サービス収支（旅行収支を含む）、③所得収支、 
④経常移転収支から構成される。 

48 一般に、モノの輸出入は「貿易収支」で表され、インバウンド観光の消費と日本人旅行者の海外での消 
費（アウトバウンド消費）は「旅行収支」で示される。インバウンド消費は、国内資源を活用した観光 
サービスを外国人旅行者に提供して外貨を得ることから、「観光サービスの輸出」となる一方、アウトバ 
ウンド消費は「観光サービスの輸入」となる。 

49 テン・ミリオン計画ともいい、1987年から 5年間で日本人海外旅行者を 1,000万人に倍増する計画。1990 
年に目標達成した。 

50 地域構想研究所『地域人別冊「観光地域づくり」の教科書』。 
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図表２－２－４ 関西国際空港からの入国外国人数

 

資料：法務省「出入国管理統計」、日本銀行「主要時系列統計データ表」より作成。 

 

や道の駅での買い物といった、普段とは違う「異日常」に触れる旅へと観光客の嗜好が多

様化している。 

2つには、地域側のニーズとして観光を通じて地域を豊かにしたいという機運の高まりで

ある。高度経済成長期には人口が増加し、農業や小売業といった各産業がそれぞれの地域

で成り立っていたが、人口減少や少子高齢化が進む現在では耕作放棄地や空き店舗の増加

など、農業、商店街、製造業といった地域産業の存続が危ぶまれる事態に陥っている。こ

うした状況の下で、地域を持続的に発展させながら住民の生活の質（QOL: Quality Of Life）

を維持・向上するための手段として、観光が注目されるようになった。 

こうした情勢変化に適応できなかったこれまでの観光地域づくりは、次のような課題を

抱えることとなった51。1 つは、これまでのように行政、観光協会、観光事業者（ホテル・

旅館、旅行会社、鉄道会社など）が中心となって観光振興が行われ、農林漁業、商工業、

大学、NPO、文化など、地域の多様な関係者の巻き込みが不十分であった。そのため、暮

らしや自然、歴史、文化といった地域資源を最大限に活用できず、旅行者の多様なニーズ

に対応できていないだけでなく、地域住民の誇りと愛着を醸成する地域づくりにつながっ

ていなかった。2つに、地域を訪れる観光客を十把一絡げに扱い、彼らに関するデータの収

集・分析が不十分であった。その結果、顧客ターゲットや地域のコンセプトが十分に練ら

れず、大きく変化している観光市場に対応できていなかった。3つに、効果的なブランディ

ングやプロモーションといった、民間的な手法の導入が十分でなく、競争力を持った観光

地ブランディングができていなかった。 

                                                   
51 観光庁「『日本版 DMO』形成・確立に係る手引き（第 2版）」（2017年 3月）、p.9。 
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に対するビザ発給要件の大幅緩和

：外国人旅行者に対する消費税の
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の発給要件の緩和

：中国に対する「数次ビザ」の緩和
及び「一次ビザ」の手続き簡素化
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上述の課題を解決するために、観光庁が中心となって関係省庁が連携を図り、旺盛なイ

ンバウンド需要も取り込みながら、観光地域づくりの舵取り役である「日本版 DMO」の形

成・確立を支援しはじめている。 

（新たな観光地域づくり）

DMOとは、Destination Management / Marketing Organizationの略で、直訳すれば「観光地

経営組織」となる。湾岸戦争（1991年）などの影響で欧州の観光が踊り場の状態にあった

1995年頃から、DMOの概念が普及した52ことにより、国・州・地域レベルのインバウンド

観光振興に大きな役割を果たしたといわれている。欧米で確立された概念であるが、その

定義については、識者によって異なる。それぞれを比較すると、「地域・観光地」「経営（マ

ネジメント）」「マーケティング」「ブランディング（ブランドづくり）」「司令塔・舵取り役」

「一本化・一体的・総合的」「地域（観光）資源」など、いくつかの共通する言葉が散見さ

れる（図表２－２－５）。 

 

図表２－２－５ 日本版ＤＭＯの定義（一例）

 
資料：各種資料から作成。 

                                                   
52 公益社団法人 日本観光振興協会・第 6回 DMO研究会会議録（2014年 7月 10日、講師：清水慎一氏） 
（http://www.nihon-kankou.or.jp/dmo/dmo/std6.pdf）。 

機関・研究者 捉    え    方

Travel vision
 地域全体の観光マネジメントを一本化する、着地型観光のプラットフォーム
 組織

第１回地域しごと
創生会議資料

 マーケティングとブランディングを武器に観光地経営の司令塔となるような
 組織

まち・ひと・しごと
創生基本方針2016

 様々な地域資源を組み合わせた観光地の一体的なブランドづくり、ウェブ・
 SNS等を活用した情報発信・プロモーション、効果的なマーケティング、戦
 略策定等について、地域が主体となって行う観光地域づくりの推進主体

観光庁

 「観光地経営」の視点に立った観光地域づくりの舵取り役として、関係者と
 協同しながら、地域の観光振興の実現に向けた戦略を策定するとともに、戦
 略を着実に実施するための調整機能を備えた法人

JTB総合研究所
 観光物件、自然、食、芸術・芸能、風習、風俗など当該地域にある観光資源
 に精通し、地域と協同して観光地域作りを行う法人

日本観光振興協会
 観光地のマーケティング＆プロモーションやブランディングのほか、クオリ
 ティコントロール、安全管理、資源管理などを担う機関

大社 充
(NPO法人グローバル
キャンパス理事長)

 行政、観光協会、観光業界だけでなく、農業、漁業などの異業種や、観光と
 関係のなかった住民を含む、分野横断型の取り組み体制（＝地域づくりの総
 合的な推進組織）

高橋一夫
(近畿大学

経営学部教授)

 地方自治体と民間事業者による観光ビジネスの共同体で、観光地経営を担う
 ための機能と高い専門性を有し、観光行政との役割分担による権限と責任を
 明確にしたプロフェッショナルな組織
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一言でいえば、「地域の稼ぐ力を引き出し、観光地域づくりを実現するための戦略を策定

する組織」とも表現できる。それは、「観光地」をつくることを意味するのではなく、観光

をプラットフォーム（土台・基盤）にして、あらゆる産業を活性化させ、地域の持続的な

発展を実現するための仕組みである。ただし、従来のように行政、観光協会、観光事業者

だけが取り組む観光振興ではなく、商店街、飲食店、農家、NPO など地域の様々な人たち

が主体となって顧客を受け入れる取り組みが DMOである。 

（日本独自のＤＭＯの形成）

なお、2014年 12月に策定された「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に「日本版 DMO」

の必要性が明記され、観光地域づくりを行う舵取り役としての日本版 DMO を確立すべく、

観光庁は 2015年に日本版 DMOの候補法人の登録制度を創設した。登録に際しては、多様

な関係者の合意形成、データの収集、戦略策定、KPI（重要業績評価指標）53の設定・PDCA

サイクルの確立、法人格の取得、安定的な運営資金の確保など、5つの要件を課している（図

表２－２－６）。 

審査をクリアした登録法人は、関係省庁が連携する支援チームを通じて、組織づくりの

ノウハウや人材・資金面など多岐にわたる支援を受けられるようになった。さらに、2017 

 

図表２－２－６ 日本版ＤＭＯの５つの登録要件 

 

資料：観光庁ホームページ等から作成。 

注：要件によって全項目必須のものと、いずれか 1 項目が該当すればよいものがある（予定も可）。 

                                                   
53 Key Performance Indicatorsの略で、目標の達成度合いを計るために継続的に計測・監視される定量的な
指標をいう。 

・自律的・継続的に活動するための安定的な運営資金の確保の見通し
　（収益事業、特定財源、行政からの補助金・委託事業等）

①日本版DMOを中心として観光地域づくりを行うことについての多様な関係者
   の合意形成

②データの継続的な収集、戦略の策定、KPIの設定・PDCAサイクルの確立

③関係者が実施する観光関連事業と戦略の整合性に関する調整・仕組み作
   り、プロモーション

④日本版DMOの組織

⑤安定的な運営資金の確保

・日本版DMOの意思決定に関与できる立場で行政や幅広い分野の関係団
  体の代表者が参画　など

・各種データ等の継続的な収集・分析
・データに基づく明確なコンセプトを持った戦略の策定　など

・地域社会とのコミュニケーション・地域の観光関連事業者への業務支援を
　通じた多様な関係者との戦略の共有　など

・法人格の取得
・意思決定の仕組みの構築　など
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年にはすでに登録された全国 157の候補法人の中から、要件を満たす 41法人が最初の日本

版 DMOに登録された。なお、DMOの前に「日本版」とあるのは、海外の組織をそのまま

導入するのではなく、様々な地域の風土、文化に合った組織形態をつくるという意味であ

る。 

（ＤＭＯの３つのタイプ）

DMO は大きく分類すると、①広域連携 DMO（関西全域など、複数の都道府県による連

携・活動）、②地域連携 DMO（泉州地域など、複数の地域自治体による連携・活動）、③地

域 DMO（単独市町村による活動）の 3 つのタイプがある（図表２－２－７）。それぞれの

地域特性を踏まえながら、組織する DMOのスケールを考慮する必要がある。流通科学大学

人間社会学部の柏木千春教授によれば、DMOの運営は都市形成基盤に依存しており、エリ

アが広域化する場合にはマーケティングを重視し、農山村や地方都市ではより地域に密着

したコミュニケーションを通じて、じっくりと連携先との関係を構築するマネジメントを

重視すべきだと述べている54。 

以上のように、DMO誕生の経緯や仕組みについて概観した。わが国では、由布院（大分

県）、小値賀
お ぢ か

島
じま

（長崎県）、高山（岐阜県）などのように、DMOの概念が導入されるかなり
前から、観光地域づくりに取り組んでいる例も少なくない。その中で、複数の自治体（3県

7市町村）で連携しながら地域おこしに挑戦している、一般社団法人 雪国観光圏（以下、「雪

国観光圏」）について紹介する。 

 

図表２－２－７ 日本版ＤＭＯのタイプと一例

 
資料：観光庁ホームページから作成。 

 

                                                   
54 2017年 5月 9日、同氏へのインタビューより。 

タ イ プ 定          義 日本版DMOの例

広域連携  複数都道府県に跨る区域(地方ブロック単位) を
 一体とした観光地域として、観光地域づくりを行う
 組織

 ・(一社)せとうち観光推進機構

地域連携  複数の自治体に跨る区域を一体とした観光地域
 として、観光地域づくりを行う組織

 ・(一社)雪国観光圏
 ・(公財)大阪観光局

地域DMO
 原則として、基礎自治体である単独の市町村の
 区域を一体とした観光地域として、観光地域づく
 りを行う組織

 ・(株)阿智昼神観光局
 ・(一社)飛騨・高山観光コンベン
   ション協会
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雪国観光圏は、魚沼市、南魚沼市、湯沢町
ゆ ざ わ ま ち

、十日町市
と お か ま ち し

、津南町
つ な ん ま ち

（以上、新潟県）、みなかみ町
まち

（群馬県）、栄村（長野県）の 県の 市町村におよぶ広域観光圏として、 年に設立し
た。設立のきっかけは 年、北陸新幹線の開業に合わせて越後湯沢と富山・金沢方面を連
絡する在来線特急「はくたか」が廃止されることが決定し、地域の経済力の低下が懸念される
といった、地元に危機感が広がったことであった。そこで、越後湯沢を中心に共通の文化や気
候環境などを持つ他の市町村も巻き込んで、「どうやって地域を盛り上げていくか」を議論し
はじめた。
この地域は、世界的な豪雪地帯であることから、組織名はすぐに決まったが、日本唯一の「雪

国」と呼ぶのにふさわしい世界に誇れる価値や、地域らしさを語るストーリーを構築する必要
があった。そこで、各地域の学芸員に協力してもらい、議論を重ねた結果、「真白き世界に隠
された知恵に出会う」というコンセプトを導き出した。当地は、ポルトガルのリスボン、ギリ
シャのアテネなど、温暖な地域と同じ緯度にあるにもかかわらず、毎年３ｍの降雪がある世界
的にも珍しい豪雪地帯である。雪解け水が良質な農産物の生育や日本酒の醸造を助け、雪原が
布を晒して「越後上布」をつくるなど、 年前からの様々な暮らしの知恵が雪国文化を創
り出している。
こうして、豪雪地帯の衣食住に関わる生活文化を観光資源として見直し、新たな観光ブラン

ドを形成した。

同法人の主要な事業は、 （自治体向け）、 （旅館・飲食店向け）、 （一般
顧客向け）の タイプがある。現状では、地域住民の啓蒙活動（セミナーの実施、地域の長期
計画の策定等）、イベントの事業評価などによる地域課題の可視化といった の事業が、
全事業費の約 割を占めている。 では、宿泊施設の品質保証制度である「サクラクオ
リティ」の運営、地場の食材を雪国伝統の調理法で提供する旅館や飲食店の認証制度「雪国
級グルメ」の運営などを行っている。 では、「真白き世界に隠された知恵に出会う」の
ブランドコンセプトを中心軸に、雪国の価値に共感する顧客層を調査し、東京都内在住で高収
入・高学歴の管理職に携わる 代の未婚女性、“今井薫”（仮名）というペルソナ（ターゲット
像）を設定した。今井薫が雪国観光圏の永遠のファンとなるために、サクラクオリティや雪国
級グルメを積極的に導入し、地域独自の滞在メニューなどを提供している。
このようなペルソナの設定は、ブランディングを確立するためには、従来の考え方に固執せ

ず、顧客層を絞り込むターゲティングが必要であることを示唆している。

《参考資料》

・観光庁ホームページ「雪国観光圏整備計画」（ ）

・大正大学 地域構想研究所［ ］『地域人別冊「観光地域づくり」の教科書』，

・――――［ ］『地域人第 号』，

・日本政策投資銀行［ ］「観光 等活動優良事例集－なぜ が必要なのか－」，

事例 ：日本唯一の「雪国」としての価値
✱一般社団法人 雪国観光圏（新潟・群馬・長野の 県 市町村）
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（ＤＭＯの課題） 

公益社団法人 日本観光振興協会が日本版 DMOの候補法人 123団体に行った調査による

と、DMOに取り組む上で安定的な組織運営の財源や事業運営費といった財源面、人材面、

役割分担などの課題を抱える候補法人が多いことが分かる（図表２－２－８）。財源につい

ては、日本版 DMOをつくることで国の予算がつくという誘因が作用しすぎると、当初の観

光地域づくりの目的や意義などについて、十分な議論を行わないで形だけ整えようとする

地域が出てくる懸念もある55。 

人材面については、大規模な広域連携 DMOや地域連携 DMOでは、商社や旅行・宿泊・

旅客運送などの観光関連企業、インターネット通販や OTA56等の ICT関連企業など、大手

資本のマーケティングやマネジメントの専門家が集結し、効率的な運営が行われやすいと

考えられる。一方、より小規模な地域 DMOでは、地域の観光振興に住民自らが参加すると

いう意識が必ずしも高いとはいえず、行政への依存体質も強いことから、優秀な人材の確

保に苦戦する例が少なくないと思われる。DMOが公益的な組織であることを住民に認識さ

せるとともに、わが事として地域の観光振興に関わるような動機づけが必要である。 

役割分担では、DMOと既存の観光協会との関係をどう位置づけるかが重要である。日本

図表２－２－８ ＤＭＯ候補法人の課題

資料：日本観光振興協会「DMO候補法人の現状と課題について」（2017年 3月実施）より作成。 

注：2017年 1月 20日の第 7弾までに登録された、日本版 DMO候補法人 123団体が対象。 
                                                   
55 地域構想研究所、前掲書、pp.11-12。 
56 Online Travel Agentの略で、インターネット上だけで取引を行う旅行会社のこと。店舗で営業を行って 
いる旅行会社のオンライン販売は OTAではない。 

0 5 10 15 20 25 30 35 40

意思決定手順・過程の明確化

観光関連事業者や地域との意思疎通や

顔の見える関係性（信頼関係）の構築

協会内の会費や分担金負担金とDMO

事業等の整理

観光関連事業者や地域における、

DMOに対する理解向上

事業実施に対する事業者や地域内

の協力

組織間の事業整理・役割分担

専従人員や外部組織による人的協力

体制（出向等）の確保

事業運営費の確保

安定的な組織運営のための財源の確保

(%)

財 源

役割分担

人 材

上段：最も重要な課題

下段：2番目に重要な課題
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政策投資銀行によると、DMOには①既存の観光協会を再編・改革して DMOの指定を受け

る観光協会「再編・改革型」、②観光協会とは別に DMO を設立し、両者の高い連携を図る

観光協会「併存型」、③観光協会とは別に地域課題の解決に特化した DMO を設立する観光

協会「独立型」の 3つに分類できる57。①の「再編・改革型」は、社団法人や財団法人など

の非収益組織を母体とすることが多く、稼ぐ事業が苦手だが、観光関連企業間の調整能力

は高い場合が多い。②の「併存型」は、観光関連企業間の調整は協会が、新規事業は DMO

が行うことで効率性を追求する。③の「独立型」は、観光協会が地域のしがらみの中で身

動きが取りづらい時に、協会に代わって地域に一石を投じ、地域内の議論を深めて望まし

い方向に運営する。 

それぞれに一長一短はあるが、地域の特性に応じて最適な解となる組織のあり方を探る

ことが重要であろう。

（２）《ICT》×《観光》×《地域産業》 

（地方創生の鍵を握る技術）

地方創生において鍵を握るのは、近年驚異的な進歩を遂げている ICT（情報通信技術）で

ある。人口減少が現実の問題としてわれわれの前に立ちはだかる中、過疎化や高齢化が急

進する地方都市にどのようにして活力を取り戻すかが喫緊の課題だった。これまでは確か

な処方箋もなく、大都市圏と地方の格差は広がるばかりであったが、日進月歩で発展して

いる ICT を活用することで、従来ならば地方では実現が難しいとされてきた働き方やビジ

ネスモデルの可能性が開けてきた。こうした働き方やビジネスのありようの変化は、地方

の課題解決の大きな糸口になるとの期待が高まっている。 

（行政も地域活性化を後押し）

ICTといっても、その活用分野はきわめて広範囲におよぶ。スマートフォン、タブレット

端末などの機器類をはじめ、電車やバスの ICカード、銀行の ATM、住宅防犯システム、病

院の電子カルテのように、われわれの暮らしにはなくてはならない社会インフラとして、

今やあらゆる場面に普及している。民間レベルでは、ビジネスチャンスとなりうる課題や

ニーズを高度な ICT と結びつけることで、それらのソリューション（解決策）としての新

たな社会インフラが、絶え間なく構築されている。 

一方、地域レベルでも ICT の進歩や高いポテンシャルに着目し、民間企業が持つ技術や

ノウハウなどの様々な経営資源を斬新なアイデアと融合させて、地域課題の解決を図ろう

としており、行政がそうした地域活性化の活動を後押ししている。例えば、総務省では 2012

～2014年度に ICTをツールとした地域活性化をめざす「ICT街づくり推進事業」を行った。

①防災、②見守り、③医療・健康、④観光・交通、⑤農業、⑥林業、⑦環境・エネルギー、

⑧公共サービス、人材・教育、コミュニティといった多岐に渡る分野で、全国 27か所の地

                                                   
57 日本政策投資銀行「観光 DMO等活動優良事例集－なぜ DMOが必要なのか－」、p.42。 
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域実証プロジェクトを実施し、地方創生に貢献した成功事例を PRしている。その後も、「ま

ち・ひと・しごと創生法」の下で、総務省・経済産業省・農林水産省などの関係省庁をは

じめ、都道府県・市町村においても、ICTを活用した地方創生の支援メニューの拡充が進め

られている。 

このように、行政による様々な政策支援もあり、これまであまり積極的ではなかった地

域も含めて、ICTを使った地域活性化への動きに弾みがついたことは間違いない。 

（ＩＣＴの活用で「夢」が現実に近づく）

では、地方創生や地域活性化に ICT を活用するメリットは、いったいどういう点にある

のだろうか。約 30年前に「葉っぱ（つまもの）ビジネス」58をスタートさせ、現在 2.6億円

の年商を上げている株式会社いろどり（徳島県上勝町）の横石知二社長は、ICTによって東

京でも地方でも同じ環境や空間をつくることができる、と述べている。つまり、ICTが地理

的・時間的な制約を解消しうる手段となっている。 

ICTが普及したおかげで、地方都市や農村地域でも人的（ヒト）・物的（モノ）・財務的

（カネ）・知的（情報）などの資源が、比較的容易に集められるようになったことは確か

である。中でも、葉っぱビジネスのほか、過疎地におけるスマートフォンやタブレット端

末による遠隔医療サービス、ネットスーパーなどについては、ICTが地理的・時間的な制約

を解消し、人的資源の集散をサポートする好例であろう。 

①地域資源の発信による集客・企業の誘致 
例えば、葉っぱビジネスを展開するいろどりのある徳島県は、CATV世帯普及率が全国 1

位（12年 3月末時点）に加え、県全域に光ファイバーが普及する ICT先進県である。中で

も、2004年に四国で初めてほぼ全戸に光ファイバー網を整備した神山町（人口 5,624人）

では、こうした高速ブロードバンド環境や豊かな自然を武器に、首都圏の ICT関連企業の

サテライトオフィスの誘致に取り組んでいる。10 年以上前と比べて、若者の仕事や働き方

に対する考えが変化しており、大手企業のオフィス設置の検討や多くの移住希望者がみら

れるという。 

地方都市の衰退を招いた急激な高齢化・過疎化の背景には、就職・進学の機会や賃金水

準の高さを求めて、若者たちが地方から大都市圏へ流出したことが主な要因と考えられる。

地方創生の狙い、すなわち大都市圏への人口流出を食い止めるべく、地方に ICT を使った

サテライトオフィスが設置されたり、クラウドソーシングを使ってフリーランスのネット

ワーカーとして自宅で働けるようになれば、特定の業種においては都会で働く必要がなく

なるであろう。クラウドソーシングは、企業にとって低コスト、かつ短期間で成果が得ら

れるとともに、働く側にとっても企業と雇用契約を結ばずに、時間や場所を自由に選べる

メリットがあることから、人気が高まっている。 

なお、宮崎県日南市（同 53,095人）では、2015年から東京の民間企業と提携し、クラウ

                                                   
58 葉っぱや草花を料亭、ホテル・旅館の料理で使用されるつまものとして、高齢者を中心とした農家が出
荷するビジネス。寝たきり高齢者の防止や UIターン者の増加など、少なからぬ経済効果をもたらした。 
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ドソーシングだけで同市の平均賃金にほぼ等しい月収 20万円を稼ぐ市民を育成しようと、

全国で初めてのプロジェクトに取り組んでいる。この考え方を関西という地理に置き換え

れば、京都や兵庫、和歌山などの過疎地域にいながらにして、大阪市内といった都市部で

必要とされる労働力を ICTによって提供することが可能になる。このように、ICTの進歩に

よって新たな価値を生み出す場として、地方が再評価されはじめている。 

さて、以下で紹介する尾道市の空き家再生プロジェクトは、セルフリノベーションの様

子をブログで発信したことがきっかけで、メディアや全国の賛同者・移住希望者からの注

目を浴び、特定非営利活動法人の設立、さらにはゲストハウスの運営にまでいたった例で

ある。
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所 在 地：広島県尾道市三軒家町 3-23 
設 立：2007年 7月（法人化は 2008年） 
代 表 者：豊田雅子 
スタッフ数：27名（会員数は 180人） 
サイト URL：http://www.onomichisaisei.com/ 

地域遺産の発信による集客 
（特定非営利活動法人 尾道空き家再生プロジェクト） 

 

組 織 概 要 

尾道の地域特性 
尾道は、中世に年貢米の積み出し港として栄えはじめ、江戸時代には北海道から大阪を

結ぶ北前船の寄港地としてにぎわうなど、中世・近世を通じて港町や商都の役割を果たし

て発展したまちである。その発展により、多くの富を蓄えた「豪商」と呼ばれる旦那衆が

生まれた。彼らは、船の安全と商売の繁盛を祈願して寺社を建立したり、町の整備などに

莫大な財を投じた。また、1891（明治 24）年に国鉄の敷設により、平野部と斜面地が分断

され、多くの家屋が移転を余儀なくされたことをきっかけに、斜面地の住宅や「茶園」と

呼ばれる別邸の建設が進んでいった。こうした営みが、「坂の町」尾道を形成する起源と

なった。

その後、昭和に入って戦災にほとんど遭わなかったことから、海を望む階段や坂道、路

地越しに見える尾道水道、山麓部にある多数の寺社といった歴史を凝縮した尾道らしい景

観が残っている。この地は、志賀直哉などの作家や画家に描かれただけでなく、「坂の町」

と称される特有の景観から、大林宣彦監督の映画の舞台となったほか、最近ではアニメの

聖地としても注目を集めている59。

団体設立のきっかけ：尾道ガウディハウスとの出会い 
大学進学から就職まで、尾道を離れて大阪で暮らしていた豊田氏は、都会の整然とした

町並みや生活空間に違和感を覚えていた。むしろ、ヨーロッパの田舎町や尾道のように、

古い町並みをそのまま生かしながら日常生活が送れるまちに憧れていた。だが尾道でも、

2000年頃から駅前に高層ビルが建設される一方、路地や斜面地にある建て替えが困難な古

民家は次第に空き家となり、駅から半径 2km以内に 500軒以上の空き家があった60といわ

                                                   
59 アニメファンの間では、鷲宮

わしのみや

神社（埼玉県）、木崎
き ざ き

湖
こ

（長野県）、豊郷小学校旧校舎（滋賀県）、尾道（広 
島県）、城端

じょうはな

（富山県）の 5か所は「五大聖地」と呼ばれている。 
60 特定非営利活動法人グリーンズ ウェブマガジン「暮らしのものさし」、2017年 2月 22日。 
（https://greenz.jp/2017/02/22/onomichi_akiya/） 

◆【ＩＣＴ】×【観光】×【地域産業】
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れるほど、中心市街地の空洞化が問題になっていた。

旧和泉家別邸（現在は通称「尾道ガウディハウス」と命名）は、1933（昭和 8）年に和泉

家の別邸として建てられた和洋折衷建築61である（【写真①】）。10坪の土地に、1人の大

工が 3 年を費やして建てたといわれている。1980 年頃まで前家主の親族関係者が住んでい

たが、跡継ぎの不在もあり、25 年以上空き家で放置されていた。そのため、ほこりだらけ

で傷みも激しく、壁などもかなり剥落していた。前家主が業者に解体費用の見積もりを依

頼したところ、重機やトラックが入れず、すべてが手作業になることから予想を上回る金

額となった。 

前家主が建物をどうするか悩んでいた頃、

家庭の事情もあり大阪から戻ってきた豊田

氏が、知り合いを通じて別邸内部を視察する

機会を得た。大林監督の映画のロケーション

の現場にも使用されていたので、外観はよく

見たことのある巷でも有名な建物だった。豊

田氏も面白い家だと気になっていたが、当時

は海が見えるもう少し広い空き家を探して

いたので、自分のイメージとは少し違う物件

だと思っていた。ところが、実際に見てみる

と、重なり合う飾り屋根やドイツ壁と呼ばれ

る洋館部分の装飾、曲線を多用した複雑な躯

体、格式高い内装など、建物の個性的で高い

技術に魅了され、「これは尾道の地域遺産に

なるから、壊してはいけない！」と直感した。

「どのような形でもいいので管理させてく

ださい」とお願いしたところ、快諾してもら

ったので、視察したその日に自費購入を決意

した。 

その後、大工である夫と一緒に「尾道ガウディハウス」を再生する様子をブログで発信

したところ、テレビや新聞で取り上げられ、尾道で空き家を探している賛同者や移住希望

者から 100件もの問い合わせがあった。また、空き家の再生を手伝いたいと、アーティスト

や学者、建築家など全国から 50人以上のボランティアが集まった。そこで、別邸を購入し

てから 2 か月後の 2007 年 7 月に「尾道空き家再生プロジェクト」という任意団体を結成

し、翌 2008年には特定非営利活動（NPO）法人格を取得した。2017年は活動をはじめて 10

                                                   
61 文明的とされた洋風建築の要素と伝統的な和風建築の要素を意図的に組み合わせた建物。明治維新後に
日本各地で建築されたが、幕末の横浜にルーツを持つといわれる。 

【写真①】尾道ガウディハウス

資料：NPO法人 尾道空き家再生プロジェクト
提供。
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周年になるが、尾道ガウディハウスは豊田氏が団体を立ち上げるきっかけとなった建物で

ある。 

新規事業が奏功：ゲストハウスの運営で収益が安定  
NPO法人の活動は空き家の再生・活用がメインであるが、それ以外にも 2009年から尾道

市と共同で空き家バンクの運営および、空き家入居者のアフターフォロー体制であるサポ

ートメニューの整備を行っている。なお、2007 年に任意組織を設立してから 2016 年まで

に、約 20件の空き家を再生し、空き家バンクを通じて 85件の入居を成約させた。 

とはいえ、事業収入の大きな転機はゲストハウスの運営であった。任意団体を立ち上げ

てからの数年間は、補助金が主な活動資金だったため、毎年更新しなければならない上に、

その経営は不安定かつ非効率であった。そこで、新たな資金源を模索していたところ、市

から駅前商店街にある空き店舗の再生の申し入れがあり、かねてから構想していたゲスト

ハウスの運営を決心した。商店街に面したこの物件は、明治時代に呉服屋として建てられ

た奥行きが 40ｍもある町家だった。同法人では過去にこれほど大規模な空き家を扱ったこ

とがなく、初めての借り入れをしたものの資金が潤沢ではなかったため、専門家の意見を

聞きながら 1 年近くかけてできるだけセルフビルドで改修した。再生した空き家は、ゲス

トハウス（簡易宿所）「あなごのねどこ」として 2012年 12月に開業した（【写真②】）。 

資料：筆者撮影。 

商店街側にカフェを併設しており、これまでの事業に比べて必要な資金や人員は多くな

ったが、ゲストハウスとカフェの収入で同法人の活動やスタッフに投入する資金が安定し

【写真②】ゲストハウス「あなごのねどこ」の正面（左）と通路（右）
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た。また、移住希望者がゲストハウスでの滞在をきっかけに尾道に移住したり、スタッフ

として参画するケースもみられ、これらの新規事業が地域活性化に与えた効果は大きいと

いう。この経験を生かして、千光寺
せ ん こ う じ

の真下にある大正時代の別荘建築を改修し、2軒目のゲ
ストハウス「みはらし亭」を 2016年にオープンした。 

県のホームページに公表された事業報告書によると、2016年度における同法人の事業収

益約 6,550万円のうち、ゲストハウスの売上は、約 2,560万円と最も多く、これに次ぐカフ

ェ事業（約 2,300 万円）と合わせて売上全体の 74％を占める主要な資金源となっている。

そのほかに、空き家を再生した貸しスペース、カフェ、合宿所、古本屋、着物レンタルと

いった住居・店舗の賃貸家賃収入（約 420 万円）、チャリティグッズの販売、空き家バン

クの運営委託費、空き家再生合宿の参加費、会員会費、視察の謝礼、寄付金・補助金など

の収入がある。 

若者の雇用確保と観光で地域を活性化  
同法人の目的は、増え続け解体されつつある空き家をただ遺すことではない。尾道らし

い景観を形成している古民家、坂道・路地などを「まちの記憶」としてとどめつつ、それ

らを介してつながる人の心や地域に根づく精神を次の世代に伝えていくことである。そう

した活動の担い手となる地域内外の若者が尾道で働き、住み続けられるための仕事づくり、

他方で観光都市として国内外から集客すること、の両方を叶えることができる仕組みの一

つがゲストハウスであろう。尾道は、地域の歴史・文化といった文脈に外部の価値観が融

合し、まちの新たな価値を創造しながら変化を続けている。 

 
《参考文献》 
・一般財団法人ハウジングアンドコミュニティ財団「住まいとコミュニティづくり NPO交流会 
第 4回地域交流会 in 尾道」，2017年 5月 27日記録 

・NPO法人 尾道空き家再生プロジェクト「2016年度 事業報告書等」 

・公益社団法人 中国地方総合研究センター編［2017］『なぜそんなに熱いのか 中国地域で輝い 
ている人たち』，pp.157-178 

・デンケンオンライン「歴史的資産を活用して魅力を高めるしくみづくり」，pp.64-65 

・日本政策金融公庫「調査月報」「空き家をとおしてコミュニティの再生を考える」，2012 年 
8月号，No.047，pp.22-25 
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②耕作放棄地を活用した体験型の「コト消費」 
（ＩＣＴによる新たな資金調達方法）

ICTは資金を調達する際にも有効であり、例えば「クラウドファンディング」や「ふるさ

と納税」がその典型である。クラウドファンディング（Crowd Funding: CF）は、米国発祥

の仕組みで、わが国では 2013年 6月に閣議決定された「日本再興戦略」において、技術や

アイデアを事業化する段階でのリスクマネーの供給方法の 1つとして提起された。金融庁

によると、CFとは「新規・成長企業等と資金提供者をインターネット経由で結び付け、多

数の資金提供者から少額ずつ資金を集める仕組み」とされている62。資金を必要とする企業

などが、インターネット上でプロジェクトを公開し、不特定多数の賛同者から出資を募る

方法である。個人投資家にとっても、CF運営会社を通じて事業計画が明確となり、少額の

出資が可能であることから、事業成功を応援する意味合いも含まれている。 

（ＣＦにおける分類） 

CFは資金提供者に対する金銭的なリターンの有無によって、「投資型」と「非投資型」

「貸付（融資）型」の 3つに大別される。投資型の場合、金銭的なリターンがあり、元利金

や分配金、株などを受け取れる仕組みになっている。非投資型は、商品やサービスの受け

取りはあるものの、金銭的なリターンはない。投資型はさらに、「ファンド（事業投資）

型」「株式型」の 2 つに、非投資型は「寄付型」「購入型」の 2 つに、全部で 5 つのタイ

プに分類することができる（図表２－２－９）。 

5 つのうち、購入型には「All-or-Nothing」方式と「All-In」方式の 2 つのタイプがある。

All-or-Nothing 方式は、ファンディング期間内に目標金額まで到達しなければ、プロジェク

トそのものが不成立となり、集まった資金は支援者に全額返金される仕組みである。不成 

 

図表２－２－９ クラウドファンディングの分類

 
資料：各種資料から筆者作成（http://kakaku.com/crowdfunding/ など）。 

                                                   
62 金融庁の各種資料より。 

寄付型 購入型 ファンド（事業投資）型 株式型

概  要
ウェブサイトで寄付を募

り、寄付者向けにニュー

スレターを送付する等

購入者から前払いで集
めた代金を元手に製品

を開発し、購入者に完

成した製品やサービスを

提供する等

運営業者を介して、投資

家と事業者との間で匿名

組合契約を締結し、出資
を行う等

投資家は出資の見返り
に、未公開株を受け取る

ことができる（2015年の

改正金融商品取引法に

より解禁）

投資家は運営業者と匿

名組合契約を締結し、

運営業者が中小企業
に資金を貸し付ける

対  価 なし（寄付） 商品・サービス（売買）
事業収益からの分配

（配当等）
未公開株 返済金・利子の分配

業登録の
要否

なし なし
第二種金商業、又は

第二種小額電子募集
取扱業

第一種金商業、又は

第一種小額電子募集
取扱業

第二種貸金業、又は

第二小額電子募集
取扱業および貸金業

資金調達
規模

数万円程度
数万円～数百万円

程度
数百万円～１億円

程度
数百万円～１億円

程度
数十万円～数億円

1人当たり
投資額

一口１円から（任意） 一口500円程度から 一口１万円程度から 一口１万円程度から 一口１万円程度から

非投資型
類型 貸付（融資）型

投資型
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立時にはお金が返還されるので、資金提供者にとって支援に対する心理的なハードルが下

がる効果が期待できる。一方、All-In方式は目標金額に到達しない場合でも、集まった資金

を使ってプロジェクトを実施する方式である。なお、All-In方式では資金調達者による詐欺

行為を防ぐために、CF運営会社ではプロジェクトの掲載時にその実施を確約することを条

件にしている。 

（東日本大震災が拡大のきっかけに） 

わが国で CFが広がったきっかけは、2011年の東日本大震災といわれている。寄付を集め

たり、復興を支援する手段として拡大した経緯もあり、これまでは「寄付型」「購入型」が

主流であった。ところが、2015年に施行された改正金融商品取引法により、リスクマネーの

供給を促進するとともに、ベンチャー企業が未公開株を発行して資金を集めることも可能に

なった。なお、2016年度の国内クラウドファンディングの市場規模を類型別にみると、金

額ベースで「貸付型」が 9割超を占めると推計されている63。 

（ＣＦのメリットとデメリット）

さて、CFは AI（人工知能）とインターネットの融合によって、銀行を通さずに資金の需

要側（調達者）と供給側（提供者）を直接つなぐ金融を可能にした。すなわち、これまで

多くの支店と人員を抱えて、規模の利益を追求してきた金融業とは全く異なる、新しい資

金調達の仕組みが出現したのである。 

CFの主な特徴は、図表２－２－１０の通りである。金融機関からの融資は、健全な業績

や担保がないと受けるのが難しく、またベンチャーキャピタルでは、上場をめざしている

かどうかが重視される。一方、CFの場合は資金提供者の共感を得られさえすれば、上記の

条件が整わなくても資金調達ができる。 

 

図表２－２－１０ クラウドファンディングの特徴 

 

資料：大阪府商工労働部中小企業支援室「クラウドファンディングの概要」（2018年 2月）より作成。 
 
                                                   
63 矢野経済研究所「クラウドファンディング市場調査」プレスリリース資料、2017年 9月 7日。 

◆ 金融の空白域である「小規模なリスクマネー」を提供する
✥ 融資における銀行、ベンチャーキャピタル投資におけるファンド運営者とは異なり、投資
家・消費者の目利きがある

◆ 中小企業のプロモーションやマーケティングの新たなツールとなる
✥ 技術力の 、消費者の反応試験、試作経費の調達など、幅広い用途に使える
✥ 人気プロジェクトはメディアも注目➡消費者、金融業、流通業も関心（本業の売上げ増）

◆ 商品・サービス、活動、企業の「ファンづくり」に貢献する
✥ 単なる資金調達にとどまらず、資金提供者（顧客・ファン）とのつながりが生まれる
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資金の需要側からみれば、インターネットの利用で資金調達コストを低減できると同時

に、多くの投資家へのアプローチが可能となり、小口の投資家から広く資金を集められる

メリットがある。特に、中小企業にとって CFは、集めた資金に対する元本返済の保証を求

められないことに加え、プロモーションやマーケティングのツールとしてもメリットが大

きい。CFサイトへの掲載がきっかけとなり、本業の売上高の増加につながるケースも少な

くない。 

また、資金提供者にとっては、インターネットでの申込み・決済・プロジェクトの進捗

確認など、気軽に活動への支援やチェックが行える利便性がある。そして、CFサイト運営

側にとっては、AI の活用によって掲載されたプロジェクトの審査・与信時間の短縮や、人

的コストの削減にも貢献する。 

他方で、CFのデメリットとして、CF事業者（プラットフォーム）のシステムにトラブル

が発生したり、ファンディング期間中に運営事業者が経営破綻するといったリスクも考え

られる。資金調達者に起因するトラブルとして、プロジェクトの失敗、完成した商品・サ

ービスの欠陥や品質の悪さ、詐欺行為（資金の持ち逃げ）、経営破綻といったことも想定

されよう。一方、資金提供者によるトラブルとしては、クレーマーの混入、お金が振り込

まれないなどの事象も考えられる64。 

（日本の価値観に合った資金調達） 

CFが定着している米国では、エンジェル投資家の層が厚いのに対して、日本では家計の

金融資産総額が米国のエンジェル投資家の資産よりもはるかに大きい65。こうした事情を鑑

みると、資金力は低いが地域に根差して社会的課題を解決しようとする小規模組織や、出

資者を見つけにくい企画に対して、大資産家に支援を求めるよりも、少額で不特定多数の

個人に出資を募る方が、わが国の現状や価値観に合った資金調達であると考えられる。 

さて、この CFの仕組みを使って、大阪府内でも地域の産品の魅力を発信し、農家の減少

や耕作放棄地の増加という地域課題を解決しようと、若手農業者が新しいビジネスモデル

を構築した例がある。その取り組みについて、以下で紹介しよう。 

 

 

 

 

  

                                                   
64 大阪府商工労働部中小企業支援室、前掲資料、p.10。 
65 日本銀行「資金循環統計（速報）」によると、2017年第 3四半期は前年比 4.7％増の 1,845兆円と、過去 
最高を更新した。 
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  柏原市で生食のぶどうを栽培・販売する「葡萄のカネオク」は、創業 （明治 ）年創
業の農家である。ぶどう農家に生まれた奥野成樹氏は、大学卒業後は自動車関連メーカーに
就職するも、ぶどう農家の減少や耕作放棄地の拡大を目の当たりにし、 年以上続くぶどう
農家の歴史を紡ぎたいとの思いが高まっていった。また、これからは農業が注目される時代
になるとの予感もあり、 年の秋に４代目として実家を継いだ。
昭和初期の大阪府のぶどう生産量は全国１位だったが、今は斜陽化して耕作放棄地も多く、

担い手が少ない状態である。しかし、大阪の産地は大阪市内から１時間以内とアクセスが非
常に良く、気軽にぶどうの苗木の植樹といった農業を体験できるメリットを活かし、体験型
オーナー制ぶどう園事業「オクナリー」を考案した。オクナリーは、社名の「葡萄のカネオ
ク」と「ワイナリー」の造語で、主に府内の消費者を対象にぶどうの木のオーナーを募集し、
年会費を頂く代わりに、次のようなオーナー限定の特典を提供する。１つは、農園ワークシ
ョップで、ぶどう園に来てもらい、苗木を植
えるための穴掘り、苗木の植え方講座、植樹
の実演などを体験する。ホスピタリティ溢れ
るサービスではないが、他ではできないコト
消費で、ぶどうが実る４年後には地元の老舗
ワイナリーに委託醸造したオリジナルのワイ
ンを楽しめる、という夢のあるプロジェクト
である。

大阪府と グループ大阪の連携により、
年から 歳以下の若手農業者が経営強化プランを競う「おおさか

のうワン
グランプリ」が開

催されている。若手農業者のチャレンジ意欲の喚起と経営能力向上を目的とするこのコンテ
ストに、奥野氏がオクナリーで応募したところ、見事に優勝した。予期せぬ優勝で、ビジネ
スプランが注目されて嬉しかった反面、ぶどう収穫の繁忙期には奥野氏が自らオーナーを集
める営業活動ができないという課題に直面したため、クラウドファンディング（ ）の活用
を決意した。
目標額を 万円に設定したところ、 万 円が集まった。 に挑戦する際、自分

がオーナー制度やぶどう農園の経営にかける思いを、 サイトの運営会社である
フ ァ ー ボ

大阪
の協力も得ながら１ページにまとめた。こうした「思いの棚卸し」が人から人へと伝わり、
テレビや新聞、ラジオ、ウェブメディアなど多くのメディアから発信され、 名のオーナー
が集まった。

は、資金提供者に対して「資金調達者を支援することで何が実現できるのか」という具体
的なイメージを示すことが大切だという。 に挑戦したメリットとして、オクナリーのテス
トマーケティングもさることながら、広告・宣伝効果が最も大きかったという。募集期間後
もメディアに取り上げられ、オーナーが倍近くまで増え、本業の売上げも１割増加した。

事例 ：「稼げるぶどう農家」をめざして
✱葡萄のカネオク（大阪府柏原市）

資料：葡萄のカネオク提供。 
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  の手数料の５倍以上の売上げを達成したため、手数料をほぼ相殺できたようだ。また、同社
の直売所に一見客が来店したり、農園見学を希望する問い合わせが来るなど、一躍大勢の人
に注目されるぶどう園になった。
また、これからの農業には農作業以外のスキルや強みを持っていた方がよいと考えている。

奥野氏は農業者であると同時に、 のことも分かっていてウェブにも強い、という立ち位置
ができつつあると感じている。

が成功したおかげで、奥野氏はオーナー制ぶどう園を順調にスタートさせることができ
た。今度は、自分が資金調達者（特に農業者）を応援したいと考え、 大阪の認定アン
バサダーに応募した。定期的に、アンバサダーが梅田に集まって勉強会を開いているが、そ
れぞれに多才な人材揃いである。 を通じて、そのような人々とのつながりや刺激を多く受
けている。

《参考資料》

・大阪商工会議所主催「クラウドファンディング活用セミナー」（ 年 月 日開催）資料

・葡萄のカネオクホームページ（ ）

資料：葡萄のカネオク提供。 
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（３）《ICT》×《観光》

①クラウドファンディングによる地域文化の発信と集客
（ＣＦによる地域文化の発信と集客）

CFによる地域活性化の取り組みは、様々な分野への応用が可能である。大阪府河内長野

市では、東京駅などを手掛けた名建築家・辰野金吾設計の和風建築の旅館を経営する「南

天苑」が、築約 50年の離れ屋敷を、個室露天風呂が付いた 1グループ 1室の高級客室に改

装する費用を CFで調達した例がある。ファンド型を採用したこのチャレンジは、新聞やテ

レビの取り上げも追い風となって、ほぼ 1年で目標金額の 1,500万円に到達した。なお、投

資家への特典として、宿泊費の無料・割引サービスはあるが、元本の保証はない。 

目標額は達成できたものの、CFの顧客、宿泊客、地域住民など、不特定多数の投資家に

対して資金の必要性を説き、人々の賛同を得ることの難しさを痛感したようである。とは

いえ、同じ悩みを抱えた建物のオーナーに向け、課題解決の一助になればとの思いで立ち

上げたファンド事業は、有名な建築専門誌でも取り上げられ、近代建築保存の試金石にな

ると高い評価を受けた66。 

そのほか、能勢電鉄株式会社を中心とする実行委員会形式で、2015 年に開催されたアー

トイベント「のせでんアートライン妙見の森 2015」でも、事業費を確保するために購入型

の CFを活用したところ、目標額の 50万円を上回る約 70万円を調達することができた。出

資者が購入できるのは、妙見の森リフトのネーミングライツ（命名権）や地域の特産品の

詰め合わせ、参加アーティストの作品などであった。 

CF活用の手数料やアイテムの仕入れにかかる費用を考慮すると、事業費を確保できたと

は言い難い結果であった。だが、CFへの掲載がイベントの宣伝になることや、特産品の販

売などを通じて地域に貢献できた67という点で、能勢電鉄では CFを活用した意義はあった

とみている。 

②ふるさと納税による観光客・定住人口の増加
（購入型ＣＦの一種としてのふるさと納税）

2008年度税制改正によって創設された「ふるさと納税制度」は、正確には自治体に対する

寄付行為である。その背景には、地方と都市の税収格差の拡大があったが、子育て支援、教

育、地方活性化の促進、災害時における被災地への支援としても役立てられ、社会的な意

義も含まれている。ふるさと納税は、生まれ育った故郷に限らず、お世話になった地域や

これから応援したい地域など、全国の自治体（都道府県・市区町村）から自分の意思で納

付先を選択できる。この寄付行為に対して、地元産の農林水産物や伝統工芸品、工業製品、

サービスなどが、地方自治体から「返礼品」として送付されることもある。要するに、税

金の還付または控除を通じて、実際には 2,000円の負担で地域の特産品をもらえる仕組みと

                                                   
66 大阪産業経済リサーチセンター［2015］「人口減少社会における地域ブランド戦略」、pp.22-25。 
67 同資料、pp.74-77。 
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なっている。 

ふるさと納税は、地方自治体の政策支援のための資金への寄付を、インターネットを活

用して不特定多数に募る仕組みである、とみるならば、それは政策を実現するために地方

自治体が実施する購入型 CFの一種であるとも解釈できる68。 

（ここ数年で受入金額・件数ともに急増） 
当初、ふるさと納税制度はあまり知られていなかったが、CFと同じく 2011年の東日本大

震災を契機に、被災地支援の方法として注目されるようになった。現在は、携帯電話通信

事業者の系列会社、アドネットワーク（Ad Network）69会社、大手旅行会社など、様々な民

間企業によってポータルサイトが運営されている。 

全国の自治体が受け入れたふるさと納税額をみると、図表２－２－１１のように 7 年目

の 2014年度から急激に伸びているのが分かる。これは、2014年度に総務省がふるさと納税

の特例控除枠の上限を拡充したことがメディアに取り上げられ、同制度に対する人々の関

心が一気に高まったことによる70。 

 

図表２－２－１１ ふるさと納税の受入額・受入件数の推移 

 

資料：総務省自治税務局「ふるさと納税に関する現況調査結果」（2017年 7月）より作成。 

                                                   
68 保田隆明、保井俊之［2017］『ふるさと納税の理論と実践』、p.71。 
69 複数の広告媒体（Webサイトやソーシャルメディア、ブログ等）を集めて広告配信ネットワークを作り、 
それらの媒体に広告をまとめて配信する仕組みのこと。 

70 『地域人』第 15号、pp.34-37。 
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（地域課題を解決する原資に）

地域の特産品を全国にアピールする機会となるだけでなく、返礼品の売上げ増加により

工場を増設したり、定住人口の増加など、これまで衰退の一途であった地域の活性化に貢

献する例も少なくない。例えば、ふるさと納税で 2015年度に町の税収の約 6倍となる約 15

億円を集めた北海道上
かみ

士
し

幌
ほろ

町
ちょう

（人口 4,919人）では、同年 4月に開設された認定こども園の

保育料を、ふるさと納税の寄付を活用して 10年間無料としたことや、小中学校の教育内容

の充実などが奏功し、人口減少に歯止めがかかった。また、これまではパートの求人がな

かなか補充できなかったが、こども園の完全無料化によって主婦たちが小さな子どもを預

けてパートで働くなど、雇用のミスマッチ解消に貢献している。このように、ふるさと納

税を子育て・少子化対策、教育関係施策に活用したことで、「子育てしやすい町」というイ

メージが定着し、さらに寄付が集まる好循環が生まれているという71。 

（ふるさと納税による意識改革） 
上述したように、地方交付税交付金の減少や、少子高齢化に伴う地域経済の衰退といっ

た課題に直面している小規模な自治体ほど、現状を変えなければ地域が消滅してしまう、

との危機意識が強く、ふるさと納税にも積極的に取り組んでいる。寄付金の受入額が増え

るほど、オペレーション（返礼品の企画・手配、梱包、発送、寄付金の受領など）におい

て、商品の手配や業務の外部委託のような地元経済に還元される部分が大きくなり、結果

として付加価値の高い商品づくりのための技術やノウハウが蓄積される。 

ビジネスセンスのある地域では、返礼品の提供を通じて商品・販売・デザイン力が向上、

改善した例もある。しかし、それほどこのような能力に長けていなくても、行政、事業者、

地元金融機関の「産官金」連携によって、地元企業の能力を高めようと試行錯誤する動き

もみられる。このように、ふるさと納税をきっかけに芽生えた、わがまちの将来を見据え

た前向きな意識と行動が、地域経済の稼ぐ力を強化するのである。 

（本来の趣旨から逸脱する動きも） 
その一方で、年々自治体同士での返礼品の競争が激化し、返礼品代が膨らむことによっ

て自治体独自の施策に充てる収入額が減ることも考えられる。事実、返礼品の送付を強調

してふるさと納税の募集を行うといった過熱ぶりのほか、一部の地方自治体ではふるさと

納税の趣旨に反するような返礼品が送付されている、との指摘もある。そのため、総務省

は 2017年 4月 1日付で、全国の自治体に対して寄付額に対する返礼品の調達価格の割合（返

礼割合）を 3割以下とし、高額であったり資産性が高いなどの返礼品の送付を禁じる総務大

臣通知を行った。この通知を受けて、ノートパソコンやカメラ、家電製品などの返礼品を

終了したり、返礼割合を大幅に下げざるを得なくなった自治体では、寄付総額が大幅に減

少した。 

ところが、同年 9月に野田総務大臣は、財政が脆弱な地方が必要なことをふるさと納税で

                                                   
71 「地域人」第 15号、pp.16-17、および毎日新聞地方版、2017年 1月 12日付 
（https://mainichi.jp/articles/20170112/ddl/k01/010/086000c）。 
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行えるという本来の意義を強調した上で、2018年度は地方の首長の良識ある判断に任せ、返

礼品に関する通知を出さない方向で検討する、との発言があった72。そうした流れもあって

か、独自の判断でロボット掃除機やタブレット端末、テレビ、ノートパソコンなどを引き

続き返礼品とする自治体もある。 

（行政による新たな挑戦が模索） 
ふるさと納税制度本来の意味に立ち返り、牛肉やワインといった特産品だけでなく「地

元還元型」の特典品を提供する自治体も現れている。北海道池田町（人口 6,882 人）では、

同町出身者やゆかりのある寄付者向けに、墓地清掃（年 3 回、墓石の雑巾がけや草むしり）

と空き家点検の特典品を 2016年 7月から開始した。また、福島県須賀川市でも返礼品に単

身世帯の高齢者の見守り訪問を追加した。須賀川市と郡山ヤクルト販売（同県郡山市）が

協定を締結し、同社の訪問販売員が商品配達時に高齢者に声かけや、周囲の様子を見たり

するという73。 

ふるさと納税の返礼品として物品を送付するのではなく、特定の事業に寄付金を充てる

ことで地域活性化につなげる動きもある。この行政版 CF は、「ガバメントクラウドファン

ディング」（GCF）と呼ばれ、2017年は 100件を超えるまでに広がっている。例えば、佐賀

県では支援が必要な子どもたちの居場所づくり（子ども食堂など）に取り組む、市民団体

の活動資金を GCFで募ったところ、目標額 1,000万円に対して約 1,480万円（2018年 3月

時点）が集まった。GCFは、「若い共働きの子育て世代のために、地域初の病児保育施設の

建設費が 1,300万円必要」とか、「平成 30 年北陸・北海道豪雪の被災地支援」のように、

より具体的な使途が明確に提示されるため、寄付者も安心してプロジェクトに参加できる

点がメリットである。 

 

（４）《地域産業》 

①エリアの魅力向上による地域経済の活性化
歴史や文化はもとより、自然やまち並みなどの景観といった地域資源は、人間の営みが

続いている限り、どの地域にも存在するはずであるが、それに気づいていない地域住民が

多いことも事実である。本調査のテーマである「地域で稼ぐ」という観点で捉えれば、せ

っかく発掘して磨き上げれば地域外の人たちから注目され、わがまちの魅力となって市場

で取引される商品やサービスに変わるであろう地域資源が、埋もれたままになっている例

は枚挙にいとまがない。地域に連綿と続く歴史をひも解き、文脈を理解しながらそこに新

しいストーリーをつないでいくことで、新たな価値を見出すことは可能である。旧来の固

定観念や常識にとらわれず、客観的で自由な発想で地域を見ることができた時、地域活性

化の糸口が見つかる。 

特に、近年の SNS の普及に伴って、そこから得られた情報を頼りに、多くの訪日外国人
                                                   
72 産経新聞電子版、2017年 9月 5日付（http://www.sankei.com/politics/print/170905/plt1709050003-c.html）。 
73 日経流通新聞、2017年 7月 21日付。 
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客が都市部にとどまらず、日本人でもあまり知らないような面白い場所にやってくるよう

になった。われわれとは異なる彼らの感性は、普段何気なく過ごしている風景でさえ、興

味深い観光対象に変えてしまうのである。 

そのようなことも念頭に置きながら、古くからある地元の産品を少し工夫して、消費者

のニーズに合った商品に変えたり、パッケージや商品名にも消費者の目を引くマーケティ

ングを導入するだけで、これまで地元でひっそりと販売されていた商品が、瞬く間にヒッ

ト商品に変貌することもある。地域にないものを羨むのではなく、地域にあるものを探し

て新たな価値を注ぎ込むことが重要である。
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所 在 地：栃木県鹿沼市上材木町 1739 
設 立：1997年 7月 
代 表 者：代表取締役・風間教司 
従 業 員 数：17名（パートを含む） 
サイト URL：http://nikko-coffee.com/ 

エリアの魅力向上で人や経済が動いていく 
（有限会社 風間総合サービス） 

 

組 織 概 要 

起業の経緯 
風間氏は高校卒業後、大学進学のために地元の鹿沼市を離れ、東京で学生生活を送った。

大学時代は、ゼミの研究テーマの影響を受けて海外への関心が高まり、元気で若いうちに

貴重な体験をしようと、長期休暇を利用して香港、中国、ペルー、ボリビア、イランとい

った国や地域を訪れた。事前の知識もなしに、いきなり訪れた知らないまちのカフェやチ

ャイハネ（中近東の喫茶店）に立ち寄り、英語での会話が進むうちに、ホテルの場所など

まちの様々な情報を入手できたことが心に残った。 

充実した大学生活を終えて、まさに就職を迎える頃にバブル崩壊のあおりで就職氷河期

に遭遇し、風間氏は東京での就職を断念した。父親は、卒業後も定職に就かない息子を地

元で就職させようと、偶然売り物件となっていた実家の隣の空き家を購入して U ターンの

住み家を用意していた。やむなく地元に戻って印刷会社の営業職に就職するも、半年で辞

めてしまい、その後はバーテンダーのアルバイトを 1年ほど続けた。再び、親からきちんと

就職するように促されたことから、親を納得させるためにも自らが社長となる「起業」を

決心した。 

飲食業への思いを形に 
高校時代や地元に Uターンした頃は、鹿沼市は田舎でつまらないまちだと思っていたが、

バーのアルバイトを通じて思いがけない地元客との出会いがあり、市内にも面白い人が大

勢いることが分かった。海外旅行で訪れたカフェの記憶やバーのアルバイトでの体験が重

なり、「いろんな人や情報が集まる空間をつくりたい」と、飲食業への興味が湧いてきた。

ところが、不動産屋を回って空き物件を探すも、商店街や通り沿いなど好立地の物件は

家賃が高く、開業の大きなハードルとなった。そこで、Uターン後に実家の隣で住んでいた

住居を自ら改修することにした。柱を立てたり床を上げるのは大工に依頼したが、壁塗り

や床張りなどは自分で少しずつ改修し、ある程度カフェとしての形が整った 1999年、「Café 

饗
きょう

茶
ちゃ

庵
あん

本店 根古屋
ね こ や

路地」をオープンした（【写真①】）。 

◆【歴史・文化】×【地域産業】
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2018年現在、日光珈琲として鹿沼市に 2店舗、隣の日光市に 2店舗のカフェを展開して

いるが、本店以外は物置、明治時代の連れ込み宿、商家と、いずれも廃屋をセルフリノベ

ーションしている。ある改修作業の時、日光珈琲のスタッフに加えて、たまたま作業中に

散歩で通りがかった住民も参加してくれた。このことがきっかけで、オープンを心待ちに

して、開業後には家族や友人とともに来店し、「内装のこの部分は俺が塗ったんだ」と自

慢する住民もいたという。同社の例にとどまらず、各地でみられる住民を巻き込んだ改修

作業は、地域との結びつきを強め、活動のサポーター拡大に大きく貢献するようである。 

「逆転の発想」による経営戦略 
開業を決心して、地元の知人や商店街の経営者に相談した際、「観光地の日光とは違う

鹿沼での商売は無理だ」と、彼らのほとんどが反対した。ただ、中には「鹿沼で 3年商売を

続けられたら、何とかやっていける」との声もあった。これは裏を返せば、新しく開業し

ても 3年もたずに廃業する店が多い、という意味だったが、風間氏はやり直しが利く 20代

までは頑張ろうと 3年の期限を決め、ビジネス的な戦略よりも学生時代に通った喫茶店や海

外のカフェを思い出しながら、自分が求める店舗像を具現化していった。 

ところが、いざ饗茶庵をオープンするもなかなか客が集まらず、このまま続けても商売

が成り立たない状況に陥った。店の前の通称「根古屋路地」は、車が停められないほど狭

いために、開業当時から周辺には空き家が多かった。通常ならば、立地の見直しなどによ

って売上を増やす方法を考えるが、風間氏は逆転の発想で路地裏のカフェに客がお茶を飲

みにくる状況を想像した。 

それは、饗茶庵をきっかけに、周辺の空き家にもいろんな店が入ることで、細い路地の

先に何か面白い場所がある、というまちの「匂い」（雰囲気）をつくることだった。そう

すれば、まちの匂いを求めて人が散策し、疲れて乾いた喉を潤そうと狭い路地を迷いなが

らそれぞれの店へやってくるに違いない、と確信した。 

資料：店内は風間総合サービス提供、外観は筆者撮影。

【写真①】「Café 饗茶庵本店 根古屋路地」の店内と外観
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つまり、自己満足の店舗つくりや自店一人勝ちの商売ではなく、エリア全体の魅力を高

めることによって、まちを楽しむ人を集める戦略を描いたのである。 

仲間づくりで先義後利を実践 
当時は、SNSが今ほどには普及していなかったため、口コミを広めるべく隣接する宇都

宮市（人口約 50万人）の飲食店などにも営業活動を行った。地道な努力の甲斐もあって、

宇都宮市の飲食業界やその顧客である美容院関係、さらに美容院に通う鹿沼市の顧客へと

伝播し、2 年ほど経ってようやく地元住民にも知られる

ようになった。 

次第に顧客が増えてコミュニケーションが進むうちに、

常連客の 1人から開業したいと相談されたため、風間氏

は饗茶庵の向かいにあった空き家を紹介したところ、そ

の常連客は自ら改修して2005年にフレンチレストランを

オープンさせた。その後も、カフェを訪れる若者たちか

ら何度も開業の相談を持ちかけられたため、2006 年 2

月から月に 1度「ネコヤド大市
おお い ち

」の名前で開業を支援す

るチャレンジショップのイベントをはじめた。 

ネコヤド大市は、開業資金などのリスクを回避するた

めに、開業に先がけて模擬店のような 1坪ショップでチ

ャレンジし、経験を積んで自信をつけてから空き家や空

き店舗で独立する仕組みである。同時に、チャレンジシ

ョップへの出店を続けて、開業の前に常連客をつくる狙いもある。開業希望者を対象に、

根古屋路地の奥にあるイベントスペース、市役所近くの長屋、駐車スペース、まちの駅な

ど毎回各所で開催されるポップアップ・ストア74の出店数は順調に増え、ピーク時には 60

店舗近くにおよんだ。大市は 2011年に一度終了したが、「卒業生」（新規開業者）10人を

中心に翌年結成されたネコヤド商店会が引き継ぎ、「ネコヤド商店街」として再開した。 

その後、ネコヤド商店街は開業支援という当初の目的を果たしたとして、2017 年 3 月の

開催をもって終了したが、大市から数えて 11年間にイベントを巣立って市内で開業した店

舗は、古着屋、居酒屋、レストラン、生花店、お菓子屋、洋服店など 20を超える。小さく

てもエリアに根差して仲間と一緒に魅力を掘り下げたことで、移住を含めた人の流れや経

済を創り出し、かつてつまらないと思った場所に新たなにぎわいが広がっている。 

斬新な中にも地域の歴史が：歴史の文脈を理解しつつ将来像を描く
ネコヤドの卒業生が増えるにつれて、彼らの事業の継続性が重要な課題となっていたた

め、大市を委譲した 2012年にDANNA
ダ ン ナ

VISION
ビ ジ ョ ン

という組織を発足した。これは、新規開業者

                                                   
74 空き店舗などの空きスペースに期間限定で出店される仮店舗のこと。 

資料：筆者撮影。

【写真②】饗茶庵前の根古屋路地
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と老舗・既存店舗の事業継承者をつなぐ緩いネットワークである。新規開業者の経営相

談、空き店舗・空き家におけるテナント開発、移住・定住の相談会や勉強会、伝統芸能・

文化イベントの開催など、半ば DMO のような役割をメンバーが自発的に取り組んでいる。

もちろん、ダンナビジョンで対応できない問題は、市役所や商工会議所で受けてもらうが、

分からないことや困ったことを気軽に相談できる若い世代の窓口になればと考えている。 

鹿沼は、かつて城下町であったとともに、宿場町、職人町など様々な歴史を持つまちで、

「旦那衆」がまちの運営を担っていた。ダンナビジョンは旦那衆の歴史や文化を見直し、

現代版の旦那衆の育成に加え、旦那衆の想像力や洞察力による地域資源を活用した物語の

あるまちづくりをめざしている。 

小さくても「強いまち」をめざす：恵まれた地域ゆえの課題  
5年後の地域がどうなるのか想像もつかないほど、地域間格差が拡大する中で、住民にさ

ほど危機感がみられない鹿沼市は恵まれすぎている、と風間氏は分析する。ある程度の人

口減少は仕方がないにしても、10万人足らずの小さな鹿沼市の経済が継続的に循環し、今後

も人々が生活していけるような「強いまちづくり」を実現したいという。そのために現在、

ダンナビジョン、ゲストハウスCICACU
シ カ ク

といった様々な活動を展開しているが、少し前まで

は地域から「変わり者」と見られていたようだ。 

こうした経験から、ネコヤド商店街などイベント開催の際に近隣から苦情がなるべく起

こらないよう、市役所や商工会議所といった公的な組織との連携を意識的に図っている。

なお、ダンナビジョンには代表者が存在せず、現市長が名誉会長になっている。新しい課

題に挑戦する活動によって、もし地域住民との摩擦が生じた場合、ダンナビジョンという

「お墨付き」が市民の誤解を解くことに役立てればと期待している。 

行政・企業・住民が小さな視点で対立するのではなく、同じ鹿沼市民としてわがまちを

どのような方向へ導きたいのか、より広い視野でビジョンを共有すれば、日本にとどまら

ず世界へわがまちの誇りを発信できるとの思いを抱き、風間氏は歩みを重ねている。 

 

《参考文献》 
・とちぎのしゅし「日光珈琲代表 風間教司『ストーリー視点』」tochigi gene vol.2，2017年 6月

7日（https://tochigi-seeds.com/kazama-kyoji） 

・とちぎブランド公式サイト（ベリーグッドローカルとちぎ）「ひとりの若者が作り上げた地域

活性化のお手本」（https://verygoodlocal-tochigi.jp/people/kazama/） 

・山形県商工労働観光部「店がまちをかえる 栃木県でのまちづくり事例」平成 27年度第 2回ま
ちづくりミーティング基調講演資料，2016年 2月 16日 
（https://www.pref.yamagata.jp/ou/shokokanko/110010/machimeeting/H27shiryo/shiryo1.pdf） 
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②地域産業の 次産業化
（農業の活力を取り戻す仕組み）

6 次産業は、1996 年前後に東京大学名誉教授の今村奈良臣氏が提唱した言葉である。同

氏は 6次産業を、「農業が 1次産業のみにとどまるのではなく、2次産業（農畜産物の加工・

食品製造）や 3次産業（卸・小売、情報サービス、観光など）にまで踏み込むことで農村に

新たな価値を呼び込み、お年寄りや女性にも新たな就業機会を自ら創りだす事業と活動」

と定義した75。 

当初は「1次産業＋2次産業＋3次産業＝6次産業」としていたが、後に「1次産業×2次

産業×3 次産業＝6 次産業」と改めている。これは、1 次産業、つまり農地や農業がなくな

ってしまう（＝0になる）と、6次産業の構想そのものが消え失せるという 1次産業の重要

性を示唆している。もう 1つは、掛け算によって農業（1次）、加工（2次）、販売・情報（3

次）の連携を強化し、農業部門の所得をより向上させる意図が含まれている76。なお、「平

成 24 年度 食料・農業・農村白書」では、「1 次産業としての農林漁業と、2 次産業として

の製造業、3次産業としての小売業等の事業との総合的かつ一体的な推進を図り、地域資源

を活用した新たな付加価値を生み出す取組」とされている77。一言で表現すれば、「生産（1

次産業）・加工（2次産業）・流通（3次産業）までを一体的に担うこと」である。 

さて、国の政策をみると、2011年 3 月に 6次産業化と地産地消等を総合的に推進し、農

林漁業の振興を図るために、「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び

地域の農林水産物の利用促進に関する法律」（以下、「六次産業化・地産地消法」）が施行さ

れたのが大きな転機である。 

（６次産業の課題） 

6次産業の課題をみると、生産面では需要に見合う生産量の確保、資材・燃料費用、生産

量の不安定といった点が多い。加工面では、生産性、資材・燃料費用、加工技術・製造技

術の習得といった問題点が挙げられ、販売面では、広報宣伝・販売促進費、販売先の開拓、

営業手法・販売手法の習得が課題となっている（図表２－２－１２）。 

また、農林水産省の『6次産業化を推進するに当たっての課題の抽出と解決方法の検討

（調査報告書）』では、6次産業化の共通課題として、以下の 3点を挙げている。①自社の

事業ビジョン・目標を具体的に設定した上で、社内外や地域に対して自社のブランド価値、

6次産業化の方向性を明確に伝えること、②提供する価値を評価してくれるターゲット顧

客を設定し、そのニーズへの対応、およびその先のニーズを満たす商品提案をすること、

③マーケットインを実践するための組織的な運営、および企業・組織の目標達成度の管理、

自社の経営資源に見合った着実な成長を志向すること、である。

                                                   
75 財団法人 21世紀村づくり塾企画編集［1998］『地域に活力を生む、農業の 6次産業化』。 
76 今村奈良臣［2012］「農業の 6次産業化の理論と実践の課題」一般財団法人  日本水土総合研究所 
「ARDEC」第 47（12月）号。 

77 農林水産省『平成 24年度 食料・農業・農村白書』、p.341。 
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図表２－２－１２ 農業の６次産業化に向けた課題（複数回答）

出所：農林水産省『平成 24年度 食料・農業・農村白書』、pp.243。元資料は、同省「6次産業化を推進す
るに当たっての課題の抽出と解決方法の検討（調査報告書）」2012年 3月公表。 

注 1：農林水産省発行の「6次産業化の取組事例集（2010年 6月）」および「6次産業化の取組事例集（2011 
年 4月）」に掲載されている法人、2011年 5月に「地域資源を活用した農林漁業者による新事業の創 
出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律」に基づく事業計画の認定を受けた法人並びに全 
国の穀物、野菜（きのこ類を含む。）、花き、果樹作の農業生産法人およびその関連法人で売上高 3千万 
円以上の法人 2,361先を対象として実施したアンケート調査（回収率 11.9％）。 

注 2：集計対象者は、6次産業化に取り組む 88先。 
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以上を踏まえると、6次産業化といった農業改革の成功要件として、取り組んでいる事業

のビジョンや目標、商品を提供するターゲットをきちんと設定することがまず重要である。

その上で、地域を含めた社内外のステークホルダーとのコミュニケーションを図り、組織

や事業の科学的な管理を行うことで、自社や商品ブランドの価値を適正に評価してもらえ

る信頼関係の構築が求められる。

近年、農林水産業の分野に若い就業者が増えつつあるが、彼らには決してそれらの産業

が衰退しているという認識はないかもしれない。ICTなど異分野の様々な技術やノウハウを

駆使して農林水産業を再生することで、現代を代表するビジネスに転換させようという意

欲に溢れているのではなかろうか。

ここで、そのような熱意を持って漁業の活性化に取り組む企業事例について紹介しよう。
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所 在 地：京都市下京区大宮通高辻下ル高辻大宮町 121 カンメン 2ビル 4階 
設 立：2008年 11月 
代 表 者：代表取締役・田中淳士 
従 業 員 数：3名 
サイト URL：http://www.shokuichi.jp/ 

地域独自の食文化で漁業の活性化をめざす 
（株式会社 食一［しょくいち］） 

 

組 織 概 要 

起業の経緯 
佐賀県で 120年以上続く魚の仲買業に生まれ育った田中氏は、同志社大学への進学を機に

京都へ移住した。2回生までは、卒業後に漁業と無関係の民間企業で何年か勤めてから、家

業を手伝おうと、漠然とした将来設計を描いていた。 

ところが、3回生の就職活動の時期に、学生を対象にした京都商工会議所（京商）主催の

起業家セミナーに参加し、自分で事業計画を作成した。くしくも、その半年後に学内で開

催されたビジネスプラン・コンテストに、先の起業家セミナーの事業計画を発表したとこ

ろ、見事に優勝した。この経験が、起業を志すきっかけとなった。 

大学を 1年間休学して九州や四国にある多くの漁港を自ら車で巡り、魚の知識の蓄積や漁

師との人脈づくりなど、会社設立の準備を進めていった。そして、産地直送による魚の卸

売である「食一
しょくいち

」を、2008年 11月に設立した。 

絶対に負けない強みをつくる 
創業当初は、アジ、サバ、タイといった市場に出回っている魚を販売していたが、こう

した魚種では大量に仕入れて安く販売する大手に価格面で対抗することができず、行き詰

まってしまった。田中社長は、産地開拓で行脚していた九州や四国の漁港に、食べると美

味しいけれども、漁獲量が少なくて市場に水揚げされないために、需要がないと思われて

いた「珍魚」の存在に気づき、創業から 1～2年後に戦略を変更した。 
新たな戦略は、これまで市場に出回らず、漁師が自家消費するか処分していた珍魚を売

れるようにすることで、重労働で危険を伴う漁師の高齢化が進み、後継者不足に悩む漁業

の活性化につなげるというものであった。珍魚の販売を通じて、飲食店にその調理方法や

産地（漁港）の情報を伝え、産地とマーケットのニーズを引き合わせる独自のビジネスモ

デルの構築である（【図①】）。

一般に、魚の消費には地域性があり、よく消費される魚種が産地から集められるので、

その地域で食べる習慣のない魚は流通しにくい。消費の地域性を越えて珍魚（地魚）の販 

◆【食文化】×【地域産業】＝【６次産業化】
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【図①】食一のビジネスモデル

出所：関西広域連合ホームページ「スモールビジネス共有センター」。

 

売を拡大するために、同社は鮮度やトレーサビリティに関する 5つの基準を設け、珍しくて

美味しい 10種類78の地魚を「海
うみ

一流
いちりゅう

」という名前でブランド認定した（【写真①】）。ただ

し、このブランドは地魚を広く消費者に食べてもらうことが目的で、高級化をめざすもの

ではない。 

魚のブランド化という先駆的な取り組みによって、価格の安定化を実現したことや、全

国の多くの地魚を集めても、大手が手がけるほどの量ではない、という点も同社の強みと

【写真①】食一で扱っている地魚の例（右：マツカサウオ、左：ダツ） 

資料：株式会社 食一提供。

                                                   
78 ウチワザメ、ハチビキ、マンボウ、ウツボ、コショウダイ、ヌタウナギ、ミシマオコゼ、イトヒキアジ、 
カマガリ、エチオピア。 

魚種、サイズ、
量等を決定

飲食店・スーパーなど

オーダーや天候等に合わせ、
産地をセレクト

全国各地の漁港

選別・梱包の
うえ、発送

発送する魚種や
価格等を連絡

各店舗の好みや
メニューを把握

各産地の特徴を熟知

旨い地魚の発掘
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なっている。

人とのつながりを大切に：「四方よし」の実践  
創業以来、田中氏は全国の産地巡りを続けており、現在の仕入先は百数十か所におよぶ。

産地では、地元漁師との触れ合いを通じて地魚の情報収集をはじめ、飲食店情報（魚種の

好み・傾向、メニューなど）の提供を行い、産地との信頼関係の構築がビジネスの大きな

土台になっている。一方、販売先の飲食店は 1,000店舗以上あり、同社のノウハウやデータ

ベースを基に、販売先の好みや希望の値段・ボリュームなどを勘案して、ニーズに合った

産地を選んでいる。 

同社はまた、これまで取引されていた金額の 10倍以上の高値で地魚を仕入れ、漁師の収

入増に貢献している。仕入れた地魚は飲食店に安く販売し、「珍しくて利益の上がる商品」

として喜ばれている。また、消費者にとっても、美味しい地魚を安く食べることができる

メリットが生まれ、そうした商品を流通させる食一においても、他の追随を許さない強み

を発揮できている。このように、同社の理念「食を通じて社会を愉快に」を独自のビジネ

スモデルで実践している。まさに、漁師（漁業）、飲食店、消費者、食一の「四方よし」と

いってよいだろう。 

 

【写真②】産地（漁港）での漁の様子 

 

資料：株式会社 食一提供。 

京都を拠点にする理由：地域の恩に報いる  
事業を展開する地域は全国各地に渡るが、本社は今も創業地の京都市に置いている。そ

の理由は、次の 2つの経験が大きく影響している。1つは、先述の起業家セミナーの受講後、

京商でビジネスの基本知識（納品書・発注書・請求書の書き方、発行のタイミングなど）

やノウハウを教授してもらったことである。もう 1つは、京都のある会社社長との名刺交換

がきっかけで、その会社事務所の一角を食一の本社として 7 年間使用させてもらったこと

である。田中社長には、地域の実業界の支援が食一を育ててくれた、との思いがあり、京
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都を拠点にするのは様々な形でお世話になった地域に恩返しをしたい、という気持ちの現

れでもある。 

ところで、田中氏が起業を決心して大学を休学する際、父親に「おまえは可愛がられん

ばいかん（お前は可愛がってもらえ）」といわれたそうだ。この一言は今も鮮明に記憶して

おり、事業をする上で「謙虚」で「強い思い」を持つことを信念としている。そこからに

じみ出る社長の誠実で屈託のない人柄が、しがらみが多く閉鎖的な世界といわれる漁師た

ちの心を動かし、新たな風を吹き込んでいる。 

同社は将来的に、漁業を中心とする小売・飲食業への展開や漁港のテーマパーク化など、

地域の雇用や集客を生み出す「6次産業化」構想を描いており、その実現に向けてソーシャ

ルイノベーターの社長は全国を奔走している。 

 
《参考文献》 
・関西中小企業研究所編［2017］『社会的課題に挑戦する若き起業家たち －ソーシャルイノベー 
ションの胎動－』第 2章，晃洋書房 

・NHK BS1「経済フロントライン 未来人のコトバ」，2017年 5月 6日（土）放送 
（https://www.nhk.or.jp/keizai/archives/20170506_10.html） 

・関西広域連合ホームページ「スモールビジネス共有センター」 
（http://www.kouiki-kansai.jp/material/files/group/7/1512717611.pdf） 

・京都市ソーシャルイノベーション研究所（SILK）ホームページ・インタビュー 
（http://social-innovation.kyoto.jp/spread/982） 
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第３章 地域活性化とＣＳＶビジネス

１．経済性・社会性の両立について

ここでは、第２章で紹介した様々な地域活性化の取り組みをイメージしながら、安部哲

也氏が提唱する「ＰＳモデル（経済的価値×社会的価値 追求モデル）」を援用して、「CSV

モデル」として議論を進めたい79。縦軸に、売上高や利益といった収益性（＝P）を表す経

済的価値を、横軸に社会課題の解決などによる社会や地域への貢献（＝S）を表す社会的価

値をとり、それぞれの達成（解決）度を下の 3段階で表すと、下図のようになる（図表３－

１－１）。 

《低》：達成（解決）できていない

《中》：ある程度達成（解決）できている

《高》：十分達成（解決）できている

図表３－１－１ ＣＳＶモデル 

 
資料：安部哲也、前掲資料を基に加筆・修正。 

 

例えば、一般の営利企業は売上高や収益などの経済的価値を重視することから、上図の

Aの位置にある場合が多いと思われる。営利企業が地域や社会の課題を新たなビジネスチャ

ンスと捉え、本業から派生、あるいは全く別の事業として多角化することで、CSV ビジネ
                                                   
79 安部、前掲資料、2015年 10月。 

高 収（高）／社（低） 収（高）／社（中）
収（高）／社（高）
収益性(P):高い

社会課題解決力(S):高い

中 収（中）／社（低） 収（中）／社（中） 収（中）／社（高）

低
収（低）／社（低）
収益性(P):低い

社会課題解決力(S):低い
収（低）／社（中） 収（低）／社（高）

低 中 高
社会的価値（Ｓ＝社会課題解決力）

経
済
的
価
値
（
Ｐ
＝
収
益
性
）

営利企業

非営利組織
、NGO等)

（三方よしの）
ビジネス

スモール
ビジネス

収（高）／社（低）
Ａ

収（高）／社（低）

収（低）／社（中） 収（低）／社（高）Ｂ収（低）／社（中）
Ｃ

収（低）／社（低）
収益性(P):低いＤ

収（中）／社（中）

収（低）／社（低）
収益性(P):低い収益性(P):低い
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スに近づいていく。では、NPOなどの非営利組織の場合はどうか。社会課題の解決を理念に

組織されているため、社会的価値は高い領域にあると思われるが、収益性は営利企業に比

べて弱いことから、上図の B のような位置にあると想定できる。ただし、事例で紹介した

NPO法人 尾道空き家再生プロジェクトのように、明治期の町家を改修したゲストハウスの

運営が組織の収益安定化につながるなど、事業の工夫次第では経済的価値の向上が可能で

ある。 

本調査の視座でも述べたように、ここで対象とした取り組みは、事業をはじめた動機が

地域の課題解決であるケースが少なくない。例えば、宿泊客と地域住民が交わり、新たな

文化を生み出す場をつくりたい、とゲストハウスをはじめた CICACUのようなケースでは、

事業の起点がより社会的価値を持った C の辺りにあるとも考えられる。ただし、事業の当

事者は決して自らを「ソーシャルイノベーター」と呼んだり、展開しているビジネスモデ

ルを「CSVビジネス」や「ソーシャルビジネス」だと考えながら活動している訳ではない。 

彼らは、地域の生活や農林水産業、宿泊業といった地域の産業が抱える問題に直面して、

現状を何とかしたいという思いが人一倍強かったのかもしれない。だからといって、決し

て儲けを後回しにしたり、身銭を切り続けて活動しているのではない。自らの生業として

覚悟を決めてビジネスに取り組んでいる以上、事業の継続性を考えるのは当然である。し

たがって、収益性や社会課題の解決力が十分でない、起業間もないステージのスモールビ

ジネスであっても、事業を継続する努力を決して怠ることはなく、Dのように経済性と社会

性のバランスを取りながら、成長していくと考えられる。 

 

 

なお、CSVモデルとして表現した図は、あくまでもイメージであり、本調査で紹介した全

てのビジネスモデルが上図の最も右上（経済的・社会的価値がともに高い状態）に到達し

なければならないことを示唆するものではない。 
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２．調査のまとめ

（内外の視点を持つバランス）

独自の価値を見出すには、気づきが必要であるが、日常地域で暮らしている住民には「当

たり前」のものとしか見えないことが多く、地域独自の価値を見落としているかもしれな

い。単眼的な見方ではなく、より多様な視点から地域を見る必要がある。そのためには、

地域との距離があまりに近すぎると、気づきの感度が鈍る可能性があり、適度な距離感で

地域を俯瞰できる視野が求められよう。 

まちづくりや地域活性化の成功する秘訣として、しばしば「よそ者、若者、ばか者」と

いわれる。情熱溢れる「ばか者」はもちろん重要な人材であるが、客観的で複眼的な「よ

そ者」の視点も時には必要である。ただし、クールな部分だけではなく、地域の自然や歴

史、伝統文化に根差した暮らしを理解することも大切である。願わくは、外部の人材に頼

らずとも、理論的な仕組みを構築して現場の事業者や行政などとの接点もあり、地域を戦

略的に牽引できる人材が地元に存在することである。ともあれ、「内と外」両方の視点を持

って、全体を客観的に眺められるバランス感覚が、地域独自の価値を生み出す必須条件と

なる。 

ここでは、第２章で紹介した事例を通じて、地域の持続的かつ内発的な発展に重要な示

唆をまとめてみる。 

（１）身の丈に合ったスケールで起業する 
例えば、たくさんの市民を集めて会議をしても、問題整理や意見を集めることはできる

が、実際に解決しようと動き出す人を見つけるのは難しい80。いきなり高いハードルを設定

して、大掛かりな仕組みを構築するよりも、地域活性化を本当に実現しようと覚悟を決め

た１軒のお店、あるいは少人数のグループといった「身の丈」サイズの方が、時代の変化

に敏感に順応でき、着実に前進していると思われる。 

社会経済情勢が目まぐるしく変化する現代において、組織が巨大化すればするほど足並

みが揃わないばかりか、時代の変化に取り残されてしまい、せっかくのビジネスチャンス

を逃すことにもなりかねない。リーンスタートアップのように、新規事業を小さくはじめ

て短期間に仮説の構築と検証を繰り返しながら、商品・サービスの改良や事業内容の一新

など、軌道修正を頻繁に行うマネジメントの手法が有効である。大きな傷を負う前に進路

変更をすることで、事業の継続性を担保するメリットがある。食一のケースでは、地魚と

いうニッチ市場の開拓によって、大手資本の参入を阻む強みを見出した。 

また、近年の ICTの進歩によって、CFを活用した資金調達がある程度認知されるように

なった。このような社会変化は、個人での起業のほか、南天苑や葡萄のカネオクのような

自社や地域産業の魅力を高めるための設備投資において、心理的コストを引き下げた。そ

れとともに、これまでならば実現が不可能だと諦めていた課題にチャレンジすることにも、

                                                   
80 木下 斉『稼ぐまちが地方を変える』、pp.90-92。 

− 78 −



-79- 
 

つながっていると考えられる81。 

Café 饗茶庵の風間氏は、若手の起業希望者に「自分で責任が取れるならやってみれば」

としばしばアドバイスをするそうだが、リーンスタートアップと併せてこの言葉は起業の

心理的なハードルを下げてくれるかもしれない。数年前から就職活動の売り手市場が続く

中、大企業への就職も依然根強い人気ではあるが、大勢の同期入社の社員同士で出世競争

をするよりも、自分の性格に合った生き方として起業を志向する若者も、少しずつ増えて

いるのではないだろうか。 

 

（２）ソーシャルイノベーターの発掘・育成 

事例で紹介した企業にとどまらず、各地で地域活性化に取り組む人たちの中には、地域

住民から「変人」や「厄介者」とみられることも少なくない。しかし、彼らこそが「新し

い時代の扉を最初に開く人」、つまりソーシャルイノベーターとして大きく飛躍する可能性

を持った人材であることも確かである。地域で新たなことを起こそうとする人たちは、目

立つと不信の目で見られ、成果が出れば嫉妬されたり、うがった目でみられたりすること

もあるようだが82、こうした小さな挑戦を地域で許容することが重要である。なぜなら、こ

れまで「異端者」と一括りにされていた人材が、実は多様な才能や文化、価値観を持った

創造性豊かな人たちかもしれないからである。 
創造性のある人材を引き寄せ、繁栄する都市には、開放性、多様性、寛容性があるとい

う。衰退が著しい地域に活力を取り戻し、持続的な発展を実現するためには、異端者とさ

れていたソーシャルイノベーターの卵を地域で育てることがまず必要であろう。 
ちなみに、まちづくりの分野では、たとえ優れた事業で地域にメリットをもたらすよう

な取り組みであっても、新しいことは非難されることがよくあるらしい。紹介した事例で

も、地域に大勢の人がやってきてにぎわいが戻りつつあるにもかかわらず、混雑して邪魔

だと苦情を受けたという話もあった。そのようなトラブルに対して、地域の経済団体、自

治会などへの挨拶、公的セクター（行政、警察など）との連携など、先手を取って筋を通

しておくことで回避することができる。 
 

（３）「さりげなく」仕掛ける  
聖地巡礼の埼玉県久喜市の例でも示されたように、成功の秘訣はいかに「さりげなく」

仕掛けるかである。聖地巡礼を地域活性化に取り込む自治体は、今や数えきれないほどに

増えたが、長い間集客に成功している例はそれほど多くない。とりわけ、コンテンツを扱

う事業の場合、供給側の意図が見え透いてしまうと一気に熱が冷めてしまうだけでなく、

SNSを通じて非難の対象になることもある。久喜市商工会鷲宮支所では、アニメファンの考

                                                   
81 運営会社に支払う手数料、支援者へのリターン費用を考えると、金利・調達コストが割高になる場合も 
ある。 

82 木下、前掲書、p.110。 
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え方やニーズを丁寧に拾い上げ、あくまでもファンを主役にした事業展開が奏功した。繰

り返しになるが、木に竹を接いだような作為的な仕掛けは禁物である。 
いわゆる一般的な観光でも、観光客のニーズの多様化に伴い、モノ消費からコト消費へ、

さらに「非日常」から「異日常」の体験へと変化している。彼らは、どこの宿泊施設でも

あるような会席料理を食べたいのではなく、その地域の人たちが普段食べている食事や暮

らしぶりに興味がある。それはすなわち、とりたてて特別なもてなしやしつらえがなくて

も、ありのままの日常を見てもらえばよいことを表している。 

「普段着のおもてなし」という観点から言及すれば、特区による規制緩和や施行を間近

に控えた民泊新法の流れを受け、民泊営業に向けた動きが活発化している。今後、民泊の

健全な普及を図るためには、さらなる議論の継続が必要ではあるが、地域住民との交流と

いった、異日常を味わう延長線上に民泊が位置づけられるとすれば、楽しい旅を演出する

宿泊施設として大きな役割を担うであろう。 

 

（４）常識を疑う（逆転の発想） 

よくドラマなどで「素人のくせに分かったことを言うな！」と、職人さんが怒鳴るセリ

フがある。しかし、本当に気づいていないのはどちらなのだろうか。その業界で長年働い

ている人は、その分野に関する知識や経験は確かに豊富であろう。ただ、いつの間にか業

界の常識にとらわれてしまい、隠れてしまっている（見えていない）新しい発見やアイデ

アを見過ごしている可能性もある。その分野の素人であるからこそ、怖いもの知らずで飛

び込んで、曇りのない目で現実を直視できることもある。事例企業ではないが、全くの異

分野から漁業の再生に取り組み、地元の既存の流通や漁協と共存しながら win-winの 6次産

業化を実現したケースもある。 

この発想を地域資源に当てはめると、地域の住民は「この地域には何もない」といって

地域にある面白いものを探そうとしないが、外部の人に地域資源を探してもらうと、案外

見つかるのではなかろうか。外部の人たちは、地域の常識にとらわれずに「あるものを探

そう」とするので、深堀りすればどんどん見えてくるように思われる。そこで発掘された

資源を、地域の歴史などコンテクスト（文脈）を理解した上で、ストーリーと一緒に組み

込めば、新たな付加価値を持ったビジネスに発展する可能性がある。 

常識にとらわれないという意味では、時に逆転の発想も必要である。饗茶庵の例では、

誰もが商売は成り立たないと反対するような、住宅街の細い路地の奥に店を構えたが、逆

にその路地奥に行きたくなるような店舗の集積やイベントを仕掛けたことで、にぎわいを

生み出すことに成功した。 

また、雪国観光圏の取り組みは、雪国の再評価であった。豪雪地帯での生活は、道路や

家屋、送電線などへの雪害が日常生活に影響を及ぼすなど、煩わしいことも少なくないだ

ろう。しかし、厳しい自然と向き合いながら、その地に 8000年も連綿と暮らし続けてきた

人の営みをひも解き、唯一の雪国という地域の独自性を見出すセンスは、秀逸である。学
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芸員といった専門家と連携しながら地域を再評価し、長い歴史とともに新たな価値を付加

していった好例である。 

 

（５）稼ぐ目的を明確にし、共感を得る 

（補助金に依存しすぎない）

補助金など、まずお金ありきで地域活性化に取り組むと、ほとんど失敗するといってよ

いだろう。きちんと納得できる目的を定めてから稼がないといけない。例えば、「こういう

まちをつくりたい」とか「まちの現状をこういう風に変えたい」など、ビジョンを明確に

描いた上で、資金を調達することが大事である。 

とりわけ、地方創生事業においては、むしろ補助金を頼りにしないで運営していくとい

う企業の覚悟が重要である。これまでの「ハコモノ行政」のように、行政の指示にただ従

うのではなく、「この町に何が必要なのか」ということをこうした事業の担い手となる市民

が、行政に本音をぶつけ合って議論することも必要であるという83。 

（ＣＦでも思いを分かりやすく伝える）

このほか、CFによる資金調達の際も、補助金と同様に注意すべき点がある。つまり、資

金調達者が「何のために、どれだけのお金を必要としているのか」を、出資者が容易に理

解できるメッセージにして発信することが不可欠である。たとえプロスポーツクラブのよ

うな知名度の高い組織でも、メッセージが明確でないと出資者（ファン）の共感が得られ

ず、CFの目標金額を集めることに苦戦するといった実例もある。 

（情緒的価値の訴求で共感を増やす） 

前項（４）でも言及したストーリーに関しては、近年「モノ」の市場よりも「コト」に

対する共感が重視される傾向にある。米国の経営学者デビッド・アーカー氏によれば、商

品・サービス、企業などのブランドには、①機能的価値、②情緒的価値、③自己表現価値

の 3種類のベネフィット（価値）があるという（図表３－１－２）。商品やサービスが幅広 

図表３－１－２ デビッド・アーカーによる価値の３分類 

 
資料：各種資料より筆者作成。 

                                                   
83 三橋正邦「なぜ地方創生は難しいのか」Yahoo news! 特集、津久井富雄・栃木県大田原市長インタ 
ビュー、2017年 2月 4日。 

機能的価値 情緒的価値 自己表現価値

商品やサービスの機能
・性能によってもたら
される利便性や利益

商品やサービスを所有
したり体験することで得
られるポジティブな感情

商品やサービスを所有
したり体験することで得られ
る自己表現・自己実現

便利だ・安い
使いやすい・早い
おいしい・軽い

安心感・解放感
充実感・高級感
クールだ・面白い

自分らしくいられる
自分に価値が感じられる
ありたい自分に近づける
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い支持を得るためには、そのファンをどれだけ多くつくることができるかが成否を分け

る。 

商品・サービスの性能や機能によりもたらされる機能的価値は、客観性があり、競合他

社との比較がしやすいため、機能的価値のみを訴求すると価格競争に陥るおそれがある。

そこで、機能的価値に加えて体験などを通じて得られる「憧れ」や「安心感」のような情

緒的価値も訴求することで、競合他社との差別化が可能になる。情緒的価値にはストーリ

ーがあり、それに共感した消費者が当該商品やサービスのファンになり、購入したいと思

わせる効果を持っている。 

 

 

今回取り上げた事例企業を通して、きわめて興味深い示唆が得られた。それは、事業の

継続性を突き詰めていくと、業界全体の活性化であったり、商圏となるエリアへの集客に

よるにぎわいの創出がなければ、実現できないという結論にいたる事業者が少なくなかっ

たことである。言い換えれば、全国あるいはグローバルに事業を展開する大企業とは異な

り、地域を基盤とする中小企業にとって、ビジネスでの一人勝ちはあり得ないということ

である。 

その点を踏まえれば、企業、行政、市民とそれぞれ立場は違っても、「地域が潤う」「地

域が元気になる」という目標は、共通しているはずである。ただし、持ち場の違いによっ

てカバーできる部分とできない部分が生じるため、その隙間を埋める役割が必要となる。 
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３．行政の役割

本調査のテーマである地域で稼いで持続的・内発的な発展を実現するためには、地方創

生という国の法律に則した政策はさておき、従来のような行政主導の取り組みはあまり望

ましくはない。あくまでも地域の企業や住民が主体であり、その観点から行政の役割を整

理すると、以下のような点が挙げられる。 

 

（１）地域の緩やかなネットワークの構築 

地域へのコミットにおいて、肩書きや立場に関係なく、地域の色々な人が出会い、コミ

ュニケーションできる場づくりも重要である。首長が名誉会長である鹿沼市のダンナビジ

ョンのように、オフィシャルな色彩を持ちつつも、プロジェクト単位で自由に参入・退出

ができる緩やかなネットワークであれば、行政も一市民として参画できるのではなかろう

か。こうした場の提供も、より活発な議論を呼ぶ装置として有効に働くものと思われる。 

 

（２）3つの価値軸で地域の物語をつむぐ

ブルースタジオ専務取締役の大島芳彦氏によると、地域再生の際に「あなたでなければ」

「ここでなければ」「今でなければ」という 3点において、他の地域と何が違うのかという

ことを整理すると、その地域にしかないオンリーワンの価値が見えてくるという。これら

は別の言葉に置き換えれば、「人」「場所」「時間」という 3つの価値軸を表している84。 

地域の自然、歴史、文化に基づく暮らしを適切に理解し、地域の文脈に沿った形で登場

人物や舞台装置、シナリオを考えていく。これはまさに地域における物語をつむぐ作業と

いえるだろう。現代のように、いたる所に便利で手頃な商品やサービスが溢れる中で、上

記の 3つの価値観は、人々の心を惹きつける質的な要素であり、地域活性化における他地域

との差別化において有効に作用するであろう。行政におけるパフォーマンスの評価として、

入込客数などの量的な指標ではなく、質的な尺度の構築が早急に求められよう。 

 

（３）「わが事」として地域によりコミットする  
地域で稼ぐ仕組みをつくって活動している人たちをみると、地域の実情や課題、地域に

関わりのある（あるいは関わって欲しい）人々などについて、つぶさに知ろうと調査をし

たり、コミュニケーションを図る努力をしていた。人材や資金など限られた範囲の中で頑

張っている姿には、頭が下がる思いである。 
行政の立場として、そのような取り組みを無駄にしてはいけない。地方創生という大き

な方針の中で、自治体は今まで以上に地域にコミットする必要がある。わがまちの将来像

を描くにしても、人任せではなく「わが事」として地元企業や NPO、市民らと一緒に考え

る意識改革が求められる。そのためには、地域の歴史、文化、暮らしをより知ることが大

事である。また、地域で「異端者」扱いされているソーシャルイノベーターを発掘し、そ

                                                   
84 大島芳彦氏「インバウンド・ジャパン 2017」（2017年 7月 21日）講演から。 
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うした貴重な人材を孤立化させないよう、オフィシャルな活動と認めつつ、地域に理解を

求めることも行政の役割である。京都市では、SILK（24ページ）がソーシャルイノベータ

ーの目利き的な役割を果たしているが、大阪府においても NPOや CF運営会社（FAAVO大

阪等）などとさらなる連携を図りながら、新しい芽の発掘に注力すべきであろう。 

 

（４）市民に当事者意識を持たせる 

しかしながら、行政が何でも背負えばよいという訳でもない。地方創生の本質は、一人

ひとりが地域のことを客観的に理解し、考えて行動することにある85。それゆえ、これまで

疎かにしがちであった、住民が日常的に地域経営に参加する習慣を身につける必要がある。

さもなければ、社会の富を浪費し、地域の衰退を加速させてしまうであろう。 

例えば、愛知県長久手市では、市民に当事者意識を持たせるために、今までは行政に任

せていたわずらわしい課題（例、害虫の駆除等）を住民に投げかけ、議論を起こし、時間

をかけて考えながら市民の合意を作り上げていく方法をとっている。その繰り返しによっ

て、市民の自治力が養われていくという。また、市長は職員に対して、積極的にまちへ出

て市民と触れ合い、どんな課題があるかを知るように求めている86。 

 

（５）従来の枠組みにとらわれない 

本調査で取り上げた、増田レポートにおける「消滅可能性都市」、まち・ひと・しごと創

生法における「地方人口ビジョン」、ふるさと納税の「納税額ランキング」などは、安穏と

した自治体に対する一種の警告のような意味合いも感じられる。ただ、あまりに自治体間

の競争を煽るだけでは、一部の自治体で地域課題が解決したとしても、他の自治体では事

態がさらに悪化する懸念もある。 
観光客は旅行の際、基本的には行政区域を意識せずに移動し観光するため、観光客に自

治体名を一生懸命に売り込んだとしても、彼らはそれ自体にあまり興味がない。むしろ、「天

空の城・竹田城」（兵庫県朝来市）とか「通称『モネの池』」（岐阜県関市）のように、どん

な面白い見どころがあるのかに関心がある。したがって、都道府県や市町村の枠を越えて

連携し、行政だけでなく地域全体でヒト・モノ・カネなどの資源を投入することで、地域

ブランド構築や地域全体の魅力向上に努めるべきである。 
関西には、すでに関西広域連合というネットワークの下地が存在しており、こうした仕

組みを積極的に活用することで、まずは域外との交流を促し、さらに「関係人口」87に移行

させ、最終的には定住人口の増加へとつながる長期ビジョンの実現が望まれる。 

                                                   
85 岩田崇「平成の『地方創生』と昭和の『地方の時代』 住民不在に慣れ切った私たち」THE PAGEウェ 
ブサイト，2017年 6月 3日（https://thepage.jp/detail/20170603-00000003-wordleaf?page=2）。 

86 東洋経済オンライン「長久手市、『快適度日本一』の街が目指すもの」（2015年 9月 15日、 
http://toyokeizai.net/articles/print/84398）、日本経済新聞「住みやすい町、日本一『究極の地方創生』は 
これだ！」（2015年3月23日電子版、https://www.nikkei.com/article/DGXMZO84637000Q5A320C1000000/）。 

87 その地域に居住していないが、出身者や勤務経験者など、地域と継続的な関わりがある人。 
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